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令和３年度 各会計予算〔総括〕

Ａ Ｂ Ｃ Ａ－Ｂ Ａ－Ｃ Ａ／Ｂ－１ Ａ／Ｃ－１

10,965,000 10,660,000 14,571,380 305,000 △ 3,606,380 2.9 △ 24.7

国 民 健 康

保 険 会 計

（ 事 業 勘 定 ）

国 民 健 康

保 険 会 計

(中央診療所施設勘定）

簡 易 水 道 会 計 237,440 263,076 276,556 △ 25,636 △ 39,116 △ 9.7 △ 14.1

国 営 村 山 北 部

土 地 改 良 事 業

会 計

農 業 集 落 排 水

事 業 会 計

介 護 保 険 会 計 1,916,199 1,929,330 2,043,613 △ 13,131 △ 127,414 △ 0.7 △ 6.2

後 期 高 齢 者
医 療 保 険 会 計

206,300 201,535 217,140 4,765 △ 10,840 2.4 △ 5.0

4,776,061 4,980,766 5,192,230 △ 204,705 △ 416,169 △ 4.1 △ 8.0

15,741,061 15,640,766 19,763,610 100,295 △ 4,022,549 0.6 △ 20.4

△ 10.5 △ 12.6410,451 458,749 469,514 △ 48,298

合 計

（単位：千円、％）

554 554 554 0 0 0.0

△ 0.9

△ 59,063

計

0.0

△ 178,957 △ 6.0

84,231 85,010 85,010 △ 779 △ 779 △ 0.9

△ 121,626

増 減 額

2,042,512

増 減 率

△ 8.5

令 和２ 年度
当 初 予 算

令 和２ 年度
12 月 末
現 計 予 算会 計 名

一 般 会 計

2,099,8431,920,886

令 和３ 年度
当 初 予 算

特

別

会

計
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【歳　入】

増減額 増減率

1 市　税 1,556,840 1,711,015 △ 154,175 -9.0%

　普通税 1,474,621 1,622,127 △ 147,506 -9.1%

　目的税 82,219 88,888 △ 6,669 -7.5%

2 地方譲与税 129,054 137,490 △ 8,436 -6.1%

　地方揮発油譲与税 29,163 34,923 △ 5,760 -16.5%

　自動車重量譲与税 86,354 89,030 △ 2,676 -3.0%

　地方道路譲与税 1 1 0 0.0%

　森林環境譲与税 13,536 13,536 0 0.0%

3 利子割交付金 877 1,336 △ 459 -34.4%

4 配当割交付金 2,624 3,352 △ 728 -21.7%

5 株式等譲渡所得割交付金 4,317 2,675 1,642 61.4%

6 法人事業税交付金 11,506 7,161 4,345 60.7%

7 地方消費税交付金 363,185 369,364 △ 6,179 -1.7%

8 自動車取得税交付金 1 1 0 0.0%

9 地方特例交付金 21,590 5,610 15,980 284.8%

10 環境性能割交付金 10,687 13,087 △ 2,400 -18.3%

11 地方交付税 4,111,000 4,210,000 △ 99,000 -2.4%

　普通交付税 3,691,000 3,810,000 △ 119,000 -3.1%

　特別交付税 420,000 400,000 20,000 5.0%

12 交通安全対策特別交付金 2,919 3,802 △ 883 -23.2%

13 分担金及び負担金 190,605 187,474 3,131 1.7%

14 使用料及び手数料 62,752 65,185 △ 2,433 -3.7%

15 国庫支出金 933,706 895,159 38,547 4.3%

　障がい者自立支援費負担金 166,490 166,240 250 0.2%

　子どものための教育・保育給付費負担金 128,343 131,046 △ 2,703 -2.1%

　児童手当交付金 126,037 130,823 △ 4,786 -3.7%

　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種対策費負担金 71,061 0 71,061 皆増

　新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽﾜｸﾁﾝ接種体制確保事業費補助金 7,137 0 7,137 皆増

　社会資本整備総合交付金（道路、住宅） 149,317 208,942 △ 59,625 -28.5%

　集約都市形成支援事業費補助金 5,500 0 5,500 皆増

　延沢銀山遺跡整備事業費補助金 18,150 5,040 13,110 260.1%

　公共土木施設災害復旧事業負担金 33,350 33,350 0 0.0%

令和３年度 尾花沢市一般会計予算の概要（性質別分類より）

　予算については、地方財政計画及び国や県の予算動向等を参考に見積もりました。
　第1款市税については前年度対比で△9.0％の減、第11款地方交付税については、特別交付
税を含めて△2.4％の減、第15款国庫支出金については4.3％の増、第18款寄附金については
50.0％の増、そのほか財政調整基金やふるさと尾花沢応援基金・公共施設整備等基金等から
の繰入及び過疎対策事業債、さらには臨時財政対策債などの交付税措置のある地方債の発行
等で財源を確保しました。

令和３年度
当初予算

対前年度

歳入・歳出合計10,965,000千円（対前年度比305,000千円、2.9％の増↑）

款
令和２年度
当初予算

【単位：千円、％】
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増減額 増減割合

16 県支出金 772,370 799,711 △ 27,341 -3.4%

　障がい者自立支援費負担金 83,245 83,120 125 0.2%

　子どものための教育・保育給付費負担金 55,594 58,539 △ 2,945 -5.0%

　重度心身障がい（児）者医療給付事業費補助金 22,818 29,150 △ 6,332 -21.7%

　放課後児童クラブ運営事業費補助金 15,369 14,023 1,346 9.6%

　中山間地域等直接支払交付金 41,440 45,254 △ 3,814 -8.4%

　多面的機能支払交付金 187,266 178,931 8,335 4.7%

　住宅リフォーム総合支援事業費補助金 22,460 32,890 △ 10,430 -31.7%

　 山形県中小企業緊急災害等対策利子補給補助金 20,400 0 20,400 皆増

17 財産収入 22,640 32,390 △ 9,750 -30.1%

18 寄附金 600,001 400,001 200,000 50.0%

　ふるさと尾花沢応援寄附金 600,000 400,000 200,000 50.0%

19 繰入金 1,042,228 716,172 326,056 45.5%

　財政調整基金繰入金 350,000 260,000 90,000 34.6%

　スポーツ振興基金繰入金 2,000 2,000 0 0.0%

　ふるさと尾花沢応援基金繰入金 600,000 402,151 197,849 49.2%

　減債基金繰入金 14,622 13,704 918 6.7%

　公共施設整備等基金繰入金 36,000 33,128 2,872 8.7%

　森林環境譲与税基金繰入金 8,514 4,114 4,400 107.0%

　新型コロナウイルス感染症対応
　地方創生臨時交付金基金繰入金

30,000 0 30,000 皆増

20 繰越金 50,000 50,000 0 0.0%

21 諸収入 140,498 154,615 △ 14,117 -9.1%

　勤労者生活安定資金預託金元金収入 15,000 15,000 0 0.0%

　産業立地促進資金貸付金元金収入 41,774 39,373 2,401 6.1%

　地域総合整備資金貸付金元金収入 25,989 37,637 △ 11,648 -30.9%

22 市債 935,600 894,400 41,200 4.6%

　文化体育施設整備事業 33,700 46,700 △ 13,000 -27.8%

　定住促進対策事業 20,000 0 20,000 皆増

　子育て支援医療給付事業 38,000 34,300 3,700 10.8%

　高齢者社会参加促進事業 10,600 0 10,600 皆増

　基幹水利施設ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業負担金 20,200 13,000 7,200 55.4%

　徳良湖周辺施設等整備事業 51,100 14,300 36,800 257.3%

　道路新設改良事業 65,000 199,100 △ 134,100 -67.4%

　除雪機械購入事業 40,000 47,500 △ 7,500 -15.8%

　橋梁長寿命化事業 67,600 15,300 52,300 341.8%

　住宅リフォーム支援事業 16,500 22,500 △ 6,000 -26.7%

　除雪基地整備事業 70,000 12,000 58,000 483.3%

　消防防災施設等整備事業 28,600 44,200 △ 15,600 -35.3%

　高機能消防指令センター整備事業 33,800 0 33,800 皆増

　延沢銀山遺跡整備事業 17,300 4,500 12,800 284.4%

　公共土木施設災害復旧事業 16,600 16,600 0 0.0%

　臨時財政対策債 283,800 192,100 91,700 47.7%

10,965,000 10,660,000 305,000 2.9%

款
令和３年度
当初予算

令和２年度
当初予算

対前年度

合      計
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【歳　出】

増減額 増減割合

1 人件費 2,328,106 2,307,319 20,787 0.9%

2 扶助費 1,333,669 1,323,669 10,000 0.8%

3 公債費 1,190,829 1,161,175 29,654 2.6%

4 物件費 1,308,238 1,133,307 174,931 15.4%

5 維持補修費 480,279 476,169 4,110 0.9%

6 補助費等(一部事務組合) 439,231 422,301 16,930 4.0%

7 補助費等（その他） 1,281,126 1,022,789 258,337 25.3%

8 繰出金 1,031,861 1,285,062 △ 253,201 -19.7%

9 投資・出資・貸付金 41,489 54,873 △ 13,384 -24.4%

10 積立金 628,397 427,469 200,928 47.0%

11 投資的事業費 886,775 1,030,867 △ 144,092 -14.0%

　普通建設事業 811,375 956,567 △ 145,192 -15.2%

　　文化体育施設改修事業 34,105 46,737 △ 12,632 -27.0%

　　指定地区浄化槽設置事業 5,250 17,300 △ 12,050 -69.7%

　　農業水利施設ｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業 20,210 13,090 7,120 54.4%

　　農業水路等長寿命化・防災減災事業 13,379 19,834 △ 6,455 -32.5%

　　休廃止鉱山鉱害防止事業 43,772 44,107 △ 335 -0.8%

　　徳良湖周辺施設整備事業 30,000 13,338 16,662 124.9%

　　レストラン徳良湖改修事業 21,131 0 21,131 皆増

　　除雪機械購入事業 40,000 63,777 △ 23,777 -37.3%

　　除雪基地整備事業 100,000 12,000 88,000 733.3%

　　道路新設改良事業 91,939 162,729 △ 70,790 -43.5%

　　橋梁長寿命化事業 54,000 40,000 14,000 35.0%

　　橋梁改修事業 59,500 0 59,500 皆増

　　住宅リフォーム支援事業 40,000 55,000 △ 15,000 -27.3%

　　高機能消防指令センター整備事業 50,638 0 50,638 皆増

　　耐震性貯水槽設置事業 29,550 26,580 2,970 11.2%

　　延沢銀山遺跡整備事業 37,902 10,080 27,822 276.0%

　災害復旧事業 75,400 74,300 1,100 1.5%

12 予備費 15,000 15,000 0 0.0%

10,965,000 10,660,000 305,000 2.9%

※　令和３年度 当初予算 投資的事業費　（ 別添のとおり ）

※　令和３年度の主要事業　（ 別添のとおり ）

　歳出予算については、本市の最重要課題である人口減少問題に対応し、『「このまちで
ともに生きる」しあわせな時を刻むまち 尾花沢』の実現に向け、「キラリと光る産業のま
ち」「ふるさと愛を育むまち」「健康長寿と絆のまち」「暮らしやすく住み続けられるま
ち」「笑顔の花咲く交流と協働のまち」など、時代が求める施策と、本市の魅力や活力を生
み出す施策に重点を置いた予算案となっています。

令和３年度
当初予算

対前年度
款

令和２年度
当初予算

【単位：千円、％】

合      計
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５．投資的事業費

国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

総務費 42,835 33,700 9,135

法定外公共物整備事業 330 330

交通安全施設整備事業 7,500 7,500

文化体育施設改修事業 34,105 33,700 405

防犯カメラ設置工事 900 900

民生費 1,200 400 400 400

放課後児童クラブ支援事業 1,200 400 400 400

衛生費 13,253 2,041 1,880 5,200 4,132

一般地区浄化槽設置事業 6,123 2,041 4,082

指定地区浄化槽設置事業 5,250 5,200 50

浄化槽整備促進事業 1,880 1,880

労働費 2,000 2,000

勤労者共同福祉施設整備事業 2,000 2,000

農林水産業費 96,226 32,844 5,474 47,600 10,308

峯岸堰改修事業 8,250 8,200 50

鶴沢ため池改修事業 1,980 1,900 80

基幹水利施設ストックマネジメント事業 20,210 20,200 10

県営事業負担金 2,757 1,400 1,357

農業水路等長寿命化・防災減災事業 13,379 10,100 3,279

農業競争力強化農地整備事業 5,878 5,800 78

休廃止鉱山鉱害防止事業 43,772 32,844 5,474 5,454

商工費 53,001 51,100 1,901

徳良湖周辺施設整備事業 30,000 30,000

レストラン徳良湖改修事業 21,131 21,100 31

花笠高原スキー場整備事業 1,870 1,870

土木費 432,726 32,967 22,060 281,400 30,000 66,299

道の駅ＬＥＤ照明整備事業 3,300 3,300

街路灯設置事業 2,100 2,100

除雪機械購入事業 40,000 40,000

市道補修工事 20,200 20,200

公共施設等適正管理推進事業（道路） 10,000 9,000 1,000

除雪基地整備事業 100,000 70,000 30,000

道路新設改良事業 91,939 65,000 26,939

県営事業負担金 10,000 10,000

橋梁長寿命化事業 54,000 32,967 8,100 12,933

橋梁改修事業 59,500 59,500

住宅リフォーム支援事業 40,000 22,060 16,500 1,440

荒楯地区分譲宅地定住支援事業補助金 1,687 1,687

（単位：千円）

事 業 名 事 業 費
財 源 内 訳
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国庫支出金 県 支 出金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源
事 業 名 事 業 費

財 源 内 訳

消防費 104,766 5,486 76,100 17,834 5,346

高機能消防指令センター整備事業 50,638 33,800 16,305 533

災害対応軽四輪駆動車購入事業 4,750 3,200 1,529 21

耐震性貯水槽設置事業 29,550 5,486 24,000 64

消火栓新設移設負担金 4,728 4,728

消防団ポンプ購入事業 4,600 4,600

ポンプ格納庫建築工事 10,500 10,500

教育費 65,368 18,150 726 32,100 14,392

小学校営繕工事 5,300 5,300

中学校営繕工事 2,780 2,780

共同調理場施設等更新事業 2,041 2,000 41

鶴子交流施設整備事業 5,532 5,300 232

延沢銀山遺跡整備事業 37,902 18,150 726 17,300 1,726

集落公民館整備事業 3,723 3,723

玉野地区公民館整備事業 7,590 7,500 90

芭蕉、清風歴史資料館整備事業 500 500

小計 811,375 91,888 30,540 529,200 47,834 111,913

災害復旧費 75,400 36,300 18,300 2,880 17,920

農業施設災害復旧事業（補助） 6,700 2,950 1,700 1,780 270

小規模災害復旧事業補助金 4,000 4,000

林業施設災害復旧事業（単独） 600 600

公共土木施設災害復旧事業（補助） 50,000 33,350 16,600 50

公共土木施設災害復旧事業（単独） 13,000 13,000

亜炭鉱害災害復旧事業 1,100 1,100

886,775 128,188 30,540 547,500 50,714 129,833合 計
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投資的事業費 中央診療所事業勘定

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

一般管理費 11,869 0 0 8,300 0 3,569

中央診療所施設整備事業 11,869 8,300 3,569

医業費 4,400 0 0 0 0 4,400

中央診療所備品購入事業 4,400 0 4,400

16,269 0 0 8,300 0 7,969

投資的事業費 簡易水道会計

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

総務費 50,622 0 0 48,600 1,430 592

配水管布設替事業 49,192 48,600 592

消火栓交換工事 1,430 1,430 0

50,622 48,600 1,430 592

投資的事業費 農業集落排水事業会計

国庫支出金 県支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源

施設管理費 3,190 0 0 0 0 3,190

農業集落排水施設無線デジタル化更新工事 3,190 0 3,190

3,190 0 0 3,190

（単位：千円）

（単位：千円）

事 業 名 事 業 費
財 源 内 訳

合 計

合 計

事 業 名 事 業 費
財 源 内 訳

合 計

（単位：千円）

事 業 名 事 業 費
財 源 内 訳
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「第7次尾花沢市総合振興計画」（案）

事業実施計画　参考資料

令和3年度の主要事業

　「このまちで ともに 生きる　しあわせな時を刻むまち　尾花沢」

⑤笑顔の花咲く 交流と協働のまち
　（互いに支え合い誰もが活躍できるまち）

①キラリと光る産業のまち
　（地域資源を生かした活力あるまち）

②ふるさと愛を育むまち
　（若者の定着と子育て日本一のまち）

③健康長寿と絆のまち
　（みんなが元気に暮らせるまち）

④暮らしやすく 住み続けられるまち
　（雪や災害に強いまち）

将来像（案）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の実現に向けた５つの柱
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①キラリと光る産業のまち（地域資源を生かした活力あるまち）

NO. 事業名 事業費 区分 事業概要 担当課 備考

1 徳良湖築堤100周年記念事業 13,691 新規

【目的】
　徳良湖築堤100周年を記念するイベントの開催
【内容】
　徳良湖築堤100年を市民協働でお祝いするため、多彩な
イベントを開催する
県内ゆかりの歌手による野外ステージ、記念植樹
徳良湖一周花笠踊り、徳良湖フォトコンテスト、全国花笠マ
ラソン大会、どんづき唄保存PRプロジェクト

総合政策課
農林課

商工観光課
社会教育課

2 ふるさと尾花沢応援基金事業 926,590 継続

【目的】
　尾花沢ファンの拡大、財源の確保
【内容】
　R3は寄附金6億円を見込む。（R2当初4億円）
ふるさと納税返礼品はスイカ、米、アスパラ、牛肉、銀山宿
泊を主力に尾花沢のＰＲと尾花沢ファンの拡大を図る

定住応援課

3 農業委員会費 ー 継続

【目的】
　農地の集積・集約化、休耕農地の解消等を加速化させ
る。
【対象】
　農業委員及び農地利用最適化推進委員
【内容】
　委員報酬において、委員会活動の成果実績に基づき加
算する能率給を実施する。加算分については農地利用最
適化交付金（県補助金）の範囲で行う

農業委員会
事務局

4
尾花沢市そば生産振興協議会負

担金
2,200 継続

【目的】
　原種最上早生の種子確保体制強化
【対象】
　そば生産振興協議会
【内容】
　最上早生の良質な種子を残すため、温度・湿度が管理で
き交雑が無いようパイプハウスを建設する

農林課

5 新加工品開発事業 830 継続

【目的】
　地場産業振興による地域の活性化を目指す
【対象】
　6次産業に取組む個人・事業所
【内容】
　①尾花沢すいか加工品試作への支援
　②6次産業を目指す機器等の導入費への支援

農林課

6 儲かる農業支援事業 11,100 新規

【目的】
　夏すいか日本一の維持とスマート農業の推進により中小
規模農家が儲かる農業を目指す
【対象】
　人・農地プランの中心経営体、認定農業者、農業後継
者、新規就農者
【内容】
　これまでの元気な農業支援事業を見直し、すいかとス
マート農業に特化した新たな支援制度
①すいか産地振興対策
1.生産基盤の規模拡大（水田からの転作のみ）に取り組む
場合　補助率4/10以内　上限1,000千円
2.新規就農者・農業後継者が取り組む場合　補助率5/10
以内　上限1,000千円
3.生産基盤の維持に取り組む場合（経営継続）　補助率
3/10以内　上限500千円
②スマート農業技術普及対策　補助率3/10以内　上限
500千円

農林課
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7 就農移住者支援事業 10,070 新規

【目的】
　就農移住者を支援し担い手を確保する
【対象】
　就農目的の移住者
【内容】
　市に移住し就農しようとする方、研修生の技術指導にあ
たる市内在住農家に対する補助（市外から呼び寄せ就農
につなげるという一連の流れを見えやすくするため、これま
での元気な農業支援事業から組替）
①研修生支援（2年間）　生活費、住居費、車両費、受入
農家技術指導
②就農者支援（5年間）　苗資材購入、作業小屋・農地・農
機賃借料
③農業体験者支援　交通費、宿泊費

農林課

8 堆肥センターリニューアル事業 7,939 新規

【目的】
　堆肥センターの長寿命化及び堆肥発酵熱利用の調査研
究
【内容】
　Ｈ18建設の堆肥センターは14年経過しており、施設が老
朽化している。Ｒ3～Ｒ5の3か年で長寿命化に取り組む
Ｒ3　機能診断（老朽度調査）
Ｒ4　実施設計10,000千円
Ｒ5　改修工事150,000千円（1/2国庫補助あり）

農林課

9 尾花沢牛振興協議会負担金 4,500 継続

【目的】
　尾花沢牛、雪降り和牛のブランド確立を目指す
【対象】
　尾花沢牛振興協議会
【内容】
　①尾花沢牛肉まつりの開催支援
  ②尾花沢牛販売促進業務の支援

農林課

10
中山間地域等直接支払交付金事

業
55,170 継続

【目的】
　市内活動組織が実施する中山間地域の持続的な農業
に関する活動を支援する
【対象】
　市内活動組織
【内容】
　市内30協定の活動を支援する
（負担割合：国1/2、県1/4、市1/4）

農林課

11 尾花沢市エコエリア推進事業 4,800 継続

【目的】
　資源循環型及び耕畜連携型農業を支援する
【対象】
　主食用水稲栽培農家
【内容】
　主食用水稲栽培水田に、市内受託散布組織を通じて堆
肥散布した場合の堆肥価格・散布料及び特別栽培米取り
組みを支援する

農林課

12 多面的機能支払交付金事業 249,333 継続

【目的】
　市内活動組織が実施する農業の多面的機能の維持・発
揮のための地域活動や営農活動を支援する
【対象】
　市内活動組織
【内容】
　市内38活動組織を支援する。
　資源向上（長寿命化）活動費の上限が撤廃

農林課
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13 有害鳥獣対策事業 10,354 新規

【目的】
　有害鳥獣による市民及び農作物等の被害防止・軽減の
ための取組みを支援する
【対象】
　農家、区長、尾花沢市鳥獣被害防止対策協議会等
【内容】
　尾花沢市鳥獣被害防止対策協議会補助金の増額（対
前年度当初+3,837千円）
（新規）
地域ぐるみによる多面的有害鳥獣被害防止対策推進事業
　これまでの自治体主導による対策から、地域住民による
活動組織が計画・運用する対策に転換を図り、地域ごとの
実情に沿った対策を推進する（地域と協議会で協定を締
結し、地域で策定した鳥獣被害防止計画を協議会に提出
する）
（拡充）
追払い用花火4,000本→5,000本
大型捕獲檻設置2基→3基

農林課

14 林業総務費 14,806 継続

【目的】
　市内林業に関する各種計画や管理運営、団体支援等を
総合的に実施する。
【対象】
　関係団体等
【内容】
①尾花沢市森林計画の管理
②尾花沢市林業振興協議会の運営
③尾花沢市緑の少年団運営協議会の運営
④ブナ共生の森の管理（拡充）
⑤森林情報システムの管理
⑥土地情報システムの更新（新規）
⑦森林環境譲与税基金積立　　　　　　　　ほか

農林課

15 森林環境譲与税基金事業 8,514 継続

【目的】
　森林環境譲与税を活用し、林業・林産業の活性化を図る
【対象】
　民有林所有者、関係団体等
【内容】
　①森林経営計画策定に向けた人工林管理の意向調査
実施
　②意向調査前段としての森林境界等事前調査
　③林道路網整備のための調査・設計、工事の実施

農林課

16 荒廃農地リニューアル事業 1,000 新規

【目的】
　荒廃農地の解消
【対象】
　農家
【内容】
　荒廃農地の解消のため、農地の障害物除去や整地等の
再生作業等に要する経費に県が1/4、市1/4を助成

農業委員会
事務局

17 峯岸堰改修事業 8,250 継続

【目的】
　老朽化のため本来の機能が発揮されていない峯岸堰及
び幹線用水路を改修する
【対象】
　事業主体：山形県
【内容】
　県営事業負担金の拠出
　・負担割合：国55、県27.5、市15、地元2.5
　・工事期間：Ｈ30～Ｒ6

農林課

18 鶴沢ため池改修事業 1,980 継続

【目的】
　老朽化した鶴沢ため池の安全性を確保するため、堤体及
び下流水路を改修する
【対象】
　事業主体：山形県
【内容】
　県営事業負担金の拠出
　・総事業費：692百万円
　・負担割合：国55、県33、市11、地元1
　・工事期間：Ｈ26～R3

農林課
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19
基幹水利施設ストックマネジメ

ント事業
20,210 継続

【目的】
　県営土地改良施設の老朽化に伴う維持・修繕（長寿命
化）を図る
【対象】
　事業主体：山形県
【内容】
　県単事業負担金の拠出
　・負担割合：国50、県25、市8.5、大石田町1.5、
　　　　　　　　 区15
①村山北部水利施設整備事業
　・総事業費：120百万円
　・工事期間：H29～R3
②村山北部２地区水利整備事業
　・総事業費：370百万円
　・工事期間：R1～R7
③村山北部３地区水利整備事業
　・総事業費：510百万円
　・工事期間：R2～R8
④村山北部４地区水利整備事業
　・総事業費：360百万円
　・工事期間：R3～Ｒ9

農林課

20 県営事業負担金 2,757 継続

【目的】
　県営起案水利施設の維持管理
【対象】
　事業主体：山形県
【内容】
　県単事業負担金の拠出
①基幹水利施設管理事業
　・総事業費：15,400千円
　・負担割合：国50、県25、市8.5、大石田町1.5、 区15
②農地耕作条件改善事業
　・総事業費：51,000千円
　・負担割合：国55、県14、市13、 区18
　・工事期間：Ｒ3～Ｒ7

農林課

21
農業水路等長寿命化・防災減災

事業
13,379 継続

【目的】
　老朽化した新堰及び幹線水路の長寿命化工事（防災減
災）
【対象】
　事業主体：山形県
【内容】
 県単事業負担金の拠出
 ●村山北部地区【新堰】
　・総事業費：96百万円
　・負担割合：国55、県12.5、市18.36、大石田町3.24、区
10.9
　・工事期間：R2～R5
　●尾花沢用水路【徳良湖線地区】
　・総事業費：76百万円
　・負担割合：国55、県12.5、市32.5
　・工事期間：R2～R6
　●農業用河川工作物応急対策
　・総事業費：85百万円
　・負担割合：国55、県32、市11.05、大石田町1.95
　・工事期間：Ｒ2～Ｒ4

農林課

22 農業競争力強化農地整備事業 5,878 継続

【目的】
 ・鶴子六沢土地改良区内の基盤整備
【対象】
　事業主体：山形県
【内容】
 県単事業負担金の拠出
  ・総事業費：593百万円
　・負担割合：国55、県27.5、市10、地元7.5
　・工事期間：R2～R11

農林課

23
じもと就職応援スタートアップ

激励金
3,000 新規

【目的】
　地元就職の促進、本市への定着・回帰
【対象】
　市内企業に就職し本市に住所を置く新卒者
　※事業承継のため就職した方、新規就農者、公務員は
除く
【内容】
　本市に住民登録し、市内の企業に就職した新卒者に対し
て激励金200千円を交付

商工観光課
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24 新規学卒者採用予定企業PR事業 314 継続

【目的】
　地元就職の促進、本市への定着・回帰
【対象】
　高校生
【内容】
　新規学卒者採用を予定している市内企業のガイドブック
を作成し、高校3年生世代の子どもがいる世帯へ配布

商工観光課

25 資格取得促進事業 1,500 継続

【目的】
　人材育成、企業の技術力向上
【対象】
　市内企業
【内容】
　資格取得する際の経費に対して補助金を交付

商工観光課

26
中小企業融資保証料補給金（コ

ロナ関連）
18,400 継続

【目的】
　中小企業支援
【対象】
　中小企業
【内容】
　コロナ対策により大幅に増（対前年当初+12,400千円）
年率換算0.34％補給

商工観光課

27
中小企業振興資金利子補給（コ

ロナ関連）
42,800 継続

【目的】
　中小企業支援
【対象】
　中小企業
【内容】
　コロナ対策により大幅に増（対前年当初+40,800千円）
1.0％分の利子を補給

商工観光課

28 商業店舗活性化事業 500 継続

【目的】
　新規出店や、ﾘﾆｭｰｱﾙ、空き店舗の活用など、商業振興
の活性化を図る
【対象】
　中小企業者及び商業関係団体
【内容】
　市内に商業店舗を出店される方及び店舗の改装に対し
支援することにより、中小企業者及び活力と魅力ある商店
街を目指す

商工観光課

29 商店街活性化事業 1,000 継続

【目的】
　商店街のにぎわい創出を図るため、商店街協同組合で
実施する各種事業に対し支援する
【対象】
　商店街協同組合
【内容】
　尾花沢市商店街協同組合へ補助金を交付し、中央駐車
場でのにぎわいまつりや、年末年始のイベント、各種研修会
など様々な事業を展開し商店街の活性化につなげる

商工観光課

30 プレミアム商品券発行事業 2,500 継続

【目的】
　市内商店の利用促進と購買力の活性化を図る
【対象】
　商店街協同組合・市民
【内容】
　プレミアム付の商品券を２回発行し、商店街及び地元購
買力の活性化を図る

商工観光課

31 地域振興活性化事業 1,800 継続

【目的】
　まるだし尾花沢ふれあいまつりを開催し、、尾花沢市の産
業、観光、物産等を紹介し地域振興の活性化を図る
【対象】
　商工会
【内容】
　尾花沢市商工会へ補助金を交付し、市内の商工業者、
各種団体はもちろん、市外の事業所等からも参加出展いた
だき会場を盛り上げる

商工観光課
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32
雪のラブレター20周年記念本発

行
4,000 新規

【目的】
　雪のラブレター20周年記念本発行
【内容】
　雪のラブレター20周年を記念し、これまでの作品をまとめ
書籍化する

商工観光課

33 地域活性化起業人推進事業 5,600 新規

【目的】
　地域の魅力や価値の向上
【内容】
　地域活性化起業人の受け入れ期間中に要する経費の派
遣元企業への負担金
三大都市圏に所在する民間企業等の社員を一定期間受
け入れ、そのノウハウや知見を活かし、地域の魅力や価値
の向上につながる業務に従事してもらう

商工観光課

34
銀山温泉繁忙期日帰り駐車場維

持管理補助金
317 新規

【目的】
　銀山温泉の駐車場確保
【対象】
　銀山温泉組合
【内容】
　繁忙期における日帰り駐車場（大正ろまん館）に係る経費
（警備員等）の1/2を補助する

商工観光課

35
（一社）尾花沢市観光物産協会

補助金
9,438 継続

【目的】
　観光誘客拡大、地元物産品の流通促進、観光客受入れ
体制の強化
【対象】
　(一社）尾花沢市観光物産協会
【内容】
　運営補助金6,938千円
　観光周遊企画等事業補助2,500千円

商工観光課

36 徳良湖周辺施設整備事業 30,000 継続

【目的】
　徳良湖周辺の環境整備を行い、観光地としての魅力向
上を図る
【内容】
　花畑造成工事

商工観光課

37 レストラン徳良湖改修事業 21,131 継続

【目的】
　徳良湖周辺の環境整備を行い、観光地としての魅力向
上を図る
【内容】
　レストラン徳良湖改修工事

商工観光課

38 四大まつり実行委員会補助金 18,020 継続

【目的】
　観光誘客拡大
【対象】
　四大まつり実行委員会
【内容】
　四大まつり中、三大まつり（徳良湖まつり1,400千円、花
笠まつり10,840千円、雪まつり5,780千円）分の開催経費
補助

商工観光課

39 企業振興アドバイザー事業 4,035 継続

【目的】
　既存企業の支援および企業誘致活動
【対象】
　市内企業
【内容】
　①企業対策専門員の配置
　②活動用車両の借り上げ

商工観光課

40 市内企業PR事業 938 継続

【目的】
　市内企業の技術力・取組みのPR、事業拡大
【対象】
　市内企業
【内容】
　①市内製造業ガイドブック作成　238千円
　②企業セミナー実行委員会補助金　700千円

商工観光課
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NO. 事業名 事業費 区分 事業概要 担当課 備考

41 高齢者等買物支援事業 700 継続

【目的】
　高齢者などの買い物弱者に対する支援と、商店街の購
買力向上
【対象】
　市内の高齢者を含む自力での買い物が困難な方
【内容】
　電話注文で受け付けた商品を、自宅まで無料配達

商工観光課

42
シルバー人材センター運営支援

事業
7,800 継続

【目的】
　高齢者の就業機会の確保及び生きがいの創出を図る
【対象】
　60歳以上の高齢者
【内容】
　シルバー人材センターの運営に対して補助金を交付

商工観光課

②ふるさと愛を育むまち（若者の定着と子育て日本一のまち）

NO. 事業名 事業費 区分 事業概要 担当課 備考

43 学園構想等資料作成業務委託料 1,000 継続

【目的】
　学園構想に係る検討のための資料作成
【内容】
　関係法令、道路アクセス状況、整備課題の把握と整理

総合政策課

44
若者地元回帰対策事業

（移住推進協議会負担金）
500 新規

【目的】
　若者の定着回帰のきっかけづくり
【対象】
　①市内在住の高校生
　②県外在住の本市出身者
【内容】
　①学校や地元企業、各種団体との連携により、若者の地
元回帰につながる各種事業を展開する（地域で活躍する
カッコイイ大人との交流を通じて、地域への貢献意欲を育
む）
　②オンライン三十路成人式（ふるさと回帰のきっかけづく
り）

定住応援課

45 ふるさと暮らし応援事業 48,840 拡充

【目的】
　本市への定住・移住を促進する
【対象】
　市民及び市外からの移住者
【内容】
①宅地取得助成
・10％で上限500千円、市外転入者で義務教育終了前の
子供がいる場合は20％で上限1,500千円
・空き家購入費を含む宅地取得の場合、10％以内で上限
1,000千円、市外転入者で義務教育終了前の子供がいる
場合は20％で上限2,000千円
②新築住宅助成
・建築費の10％で上限1,000千円。市内業者加算300千
円、子育て世帯加算（義務教育終了まで）200千円
・現在居住する住宅を解体し市内に建て替える場合、建替
加算500千円（新規）
③空き家活用支援事業
・空き家購入者への改修支援（移住世帯・子育て世帯）
2/3で上限1,000千円
・賃借空き家の改修費補助2/3で上限700千円
・家財道具処分費用2/3で上限200千円
④民間賃貸住宅等家賃助成
・婚姻後1年以内で世帯全員が40歳未満。又は市外から
転入した世帯。家賃月額20％で上限2万（最長4年間）
⑤民間賃貸住宅建設利子助成事業
・民間賃貸住宅建設資金の利子1/2で上限600千円（最
長3年間）
⑥結婚新生活支援事業
・新婚世帯への住まいの助成（住居費、引っ越し費用）所
得要件夫婦で400万未満、39歳以下の世帯に上限300千
円
⑦克雪住宅建設等助成事業
⑧消融雪設置助成事業
・事業費の30％上限600千円、子育て世帯・高齢者世帯
40％上限800千円
・除雪機械の購入費の10％上限100千円（拡充）

定住応援課
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NO. 事業名 事業費 区分 事業概要 担当課 備考

46 結婚・出産祝品支給事業 7,750 拡充

【目的】
　婚姻、出産への祝品贈呈による少子化対策、定住促進
【対象】
　本市に住民登録があり、引き続き本市に居住する者
【内容】
　対象者が婚姻届・出生届を提出した際祝品を贈呈
・結婚祝品：1組　50千円
・出産祝品：全出生児100千円、地場産品5千円相当（拡
充）

市民税務課

47 防犯カメラ設置工事 900 継続

【目的】
　犯罪防止と安全安心なまちづくり
【対象】
　市民
【内容】
　主要道路や通学路等へ防犯カメラを設置し、特に子供た
ちの登下校を見守り、犯罪被害を防止する

市民税務課

48 病児病後児保育事業 10,549 継続

【目的】
　病児病後児保育の実施
【対象】
　乳児～小学生
【内容】
　病児病後児保育を実施するための人件費、保育の際に
使用する消耗品などの購入

福祉課

49 放課後児童クラブ支援事業 45,578 継続

【目的】
　児童の心身にわたる健全な育成を支援するため、放課
後における生活の場や遊びの場を提供する
【対象】
 保護者等が就労のため、昼間留守家庭となる小学校低
学年児童を対象
【内容】
 仕事と子育ての両立、児童の健全育成を図る
　①尾花沢第1放課後児童クラブＡ、Ｂ
　②尾花沢第2放課後児童クラブ
　③尾花沢第3放課後児童クラブ
　④尾花沢第4放課後児童クラブ
　⑤宮沢放課後児童クラブ
　⑥福原放課後児童クラブ
　⑦常盤放課後児童クラブ
　⑧玉野放課後児童クラブ

福祉課

50
私立保育園・幼稚園副食費助成

事業
5,616 継続

【目的】
　保育園等に通園する子どもを持つ親の経済的負担軽減
を図る。
【対象】
　保育園等に通園する子ども（3～5歳児）を持つ保護者
【内容】
　3～5歳児対象　副食費（給食費）月4,500円/人の助成

福祉課

51 地域子育て支援センター事業 10,308 継続

【目的】
　子育て支援拠点の機能強化
【対象】
　子育て中の親とその家族
【内容】
　①地域子育て支援センター休日預かり事業
　②プレールーム開放事業
　③出前子育て広場事業
　④各種研修会、相談事業
　　（オンラインでの子育て相談も実施）

福祉課

52 子育て支援医療給付事業 53,230 継続

【目的】
　次の世代を担う子供を産み育てやすい社会環境の整備
【対象】
　市内在住の0歳～高校生世代
【内容】
　市単独事業分における高校生世代（18歳到達の年度末
まで）までの医療費の現物支給

健康増進課
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NO. 事業名 事業費 区分 事業概要 担当課 備考

53 母子保健事業 9,406 拡充

【目的】
　子育て支援の充実
【対象】
　母子
【内容】
　①産前・産後サポート事業125千円（拡充）
既存のベビーマッサージに加え、親同士の交流を行い、育
児不安や孤立感の軽減を図り、安心して子育てに臨めるよ
うサポートする
　②子育て世代包括支援センター事業
　③各種健診（検診）事業

健康増進課

54 特定不妊治療費助成事業 2,500 継続

【目的】
　不妊治療を受けている方の経済的負担の軽減と少子化
対策の充実を図る
【対象】
　特定不妊治療を受けている方
【内容】
　特定不妊治療（体外受精・顕微授精）に要する費用の一
部を助成する（上限200千円）

健康増進課

55 新生児聴覚検査費助成事業 700 継続

【目的】
　先天性難聴などを早期発見し、早期治療、早期療育に
結び付ける
子育て世代の経済的負担の軽減を図る
【対象】
　新生児
【内容】
　新生児の聴覚検査（AABR、OAE)に要した費用を助成す
る

健康増進課

56
じもと就職応援スタートアップ

激励金
3,000 新規

【目的】
　地元就職の促進、本市への定着・回帰
【対象】
　市内企業に就職し本市に住所を置く新卒者
　※事業承継のため就職した方、新規就農者、公務員は
除く
【内容】
　本市に住民登録し、市内の企業に就職した新卒者に対し
て激励金200千円を交付

商工観光課 再掲載

57 新規学卒者採用予定企業PR事業 314 継続

【目的】
　地元就職の促進、本市への定着・回帰
【対象】
　高校生
【内容】
　新規学卒者採用を予定している市内企業のガイドブック
を作成し、高校3年生世代の子どもがいる世帯へ配布

商工観光課 再掲載

58 資格取得促進事業 1,500 継続

【目的】
　人材育成、企業の技術力向上
【対象】
　市内企業
【内容】
　資格取得する際の経費に対して補助金を交付

商工観光課 再掲載

59 定住促進住宅用地活用事業 ー 新規

【目的】
　定住促進、空き地等の有効活用
【対象】
　市民、転入者
【内容】
　定住促進住宅用地を15年間借り受けた者のうち希望者
に対して無償譲渡する

建設課

60 学力向上対策事業 14,917 継続

【目的】
　確かな学力の育成
【対象】
　小中学生
【内容】
　学習支援員の配置により、習熟度別学習の充実を図ると
ともに、スクールサポーターを配置し教職員の働き方を軽
減し、指導力の向上を図る

こども教育課
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61 小学校スクールバス運行管理費 34,826 継続

【目的】
 児童の安全・安心な登下校
【対象】
 小学生
【内容】
 学校統廃合に伴う、福原地区、宮沢地区、玉野地区、常
盤地区及び尾花沢地区の一部の児童が各小学校に通学
するため及び校外学習のスクールバスの運行管理費

こども教育課

62 中学校スクールバス運行管理費 27,128 継続

【目的】
　生徒の安全・安心な登下校
【対象】
　中学生
【内容】
　学校統廃合に伴う、宮沢地区、常盤地区、玉野地区の
生徒が尾花沢中に通学するため及び休日部活動のスクー
ルバスの運行管理費

こども教育課

63 小中学校給食費助成事業 15,720 継続

【目的】
　子育て世代の経済的負担の軽減と円滑な義務教育を図
る
【対象】
　・市内の小中学校生
【内容】
　〇子育て応援学校給食支援事業
　　給食費の半額を助成する。
　〇小中学校給食費助成事業（第3子以降）
　　給食費を全額を助成する。

こども教育課

64 特別支援教育支援員配置事業 34,474 継続

【目的】
　支援を要す児童生徒への補助
【対象】
　支援を必要とする児童生徒
【内容】
　支援を要する児童に対し支援員を適正に配置する

こども教育課

65
ICT活用授業支援事業

（GIGAスクール推進）
3,960 新規

【目的】
　ICTを活用した授業の推進
【対象】
　小中学生、教師
【内容】
　GIGAスクール事業で配置したタブレットを活用した授業の
サポート

こども教育課

66 漢字検定受験料助成事業 434 新規

【目的】
　児童の学力向上
【対象】
　小学生
【内容】
　漢字の習得向上を図り、児童のチャレンジ精神を応援す
る（対象学年：小学校5、6年生、5年生は7級、6年生は6
級にチャレンジ）

こども教育課

67 奨学金返還支援事業補助金 ー 新規

【目的】
　若年層の市外流出抑制及び定住促進
【対象】
　おもたか奨学金の貸与を受けた方
【内容】
　若年層の市外流出抑制、定住促進のため、おもたか奨
学金の貸与を受け市内に５年以上居住した場合、奨学金
を実質免除

こども教育課

68 中学校営繕工事 2,780 継続

【目的】
　中学校の営繕工事
【対象】
　中学校
【内容】
　尾花沢中学校屋内運動場の屋根改修実施設計など

こども教育課
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69 旧高橋小学校解体事業 6,550 新規

【目的】
　安全安心な環境整備
【対象】
　旧高橋小学校
【内容】
　空公共施設解体計画に則った解体を進める（R3実施設
計、R4工事）

こども教育課

70 ふれあい推進事業 2,529 継続

【目的】
　人生のパートナーとの出会いをサポートする
【対象】
　結婚を希望する方
【内容】
　LaLaネットを中心とした結婚相談、婚活イベントやセミナー
の開催・情報提供、広域でのマッチング

社会教育課

71 図書購入事業 6,225 拡充

【目的】
　読書に親しむ機会を増やす
【対象】
　利用者
【内容】
　雑誌、新聞、図書、dvd購入、ブックスタート

社会教育課

72
ワーク・ライフ・バランス実践

企業支援事業
500 新規

【目的】
　仕事と家庭の両立支援、女性の活躍推進を図る
【対象】
　市内に活動拠点を有する企業、事業所、法人、団体等
（国及び地方公共団体を除く）
【内容】
　やまがたイクボス同盟への加入、ワーク・ライフ・バランス
推進員を選任すること
①～④のいずれかを実践した場合100千円交付
①女性の管理職登用
②男性社員の育児休業取得
③法定を越える介護休業、休暇の取得
④就学前の子を養育する女性を正規社員として雇用

社会教育課

73
学校・家庭・地域の連携協働推

進事業
1,633 継続

【目的】
　地域の子どもは地域で育てる活動の活性化
【対象】
　市内園児、児童、生徒、保護者
【内容】
　学校支援活動、家庭教育支援、放課後
　子ども教室における、指導・活動に対する
　謝礼

社会教育課

74 延沢銀山遺跡整備事業 37,902 継続

【目的】
　文化財の保存
【内容】
　実施設計、山神神社保存修理復元工事

社会教育課

75 芭蕉、清風歴史資料館特別展 1,694 新規

【目的】
　特別展の開催
【対象】
　来館者
【内容】
　「鈴木清風没後300年」と「徳良湖築堤100周年記念」
「上の畑焼復興40年の歩み」の3つの特別展を開催する

社会教育課

76
スポーツ合宿等誘致推進事業費

補助金
500 継続

【目的】
　スポーツ等を通じた交流の推進及び地域の活性化と、本
市の更なるスポーツ等の振興を図る
【対象】
　各団体
【内容】
　市内の宿泊施設を利用して合宿したスポーツ団体等に
補助金を交付する

社会教育課
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77 文化体育施設整備、修繕事業 35,178 継続

【目的】
　生涯学習等における良好な環境の整備
【対象】
 利用者
【内容】
　文化体育施設コンベンションホールステージ用照明改修

社会教育課

78
オリンピック・パラリンピック

関連事業
9,090 新規

【目的】
　「希望の道を、つなごう」のコンセプトのもと、市民みんなで
盛り上げ関心を高める
【対象】
　全市民
【内容】
　令和2年度に中止となった聖火リレーを始め、聖火フェス
ティバル等のオリンピック関連事業を実施する

社会教育課

③健康長寿と絆のまち（みんなが元気に暮らせるまち）

事業名 事業費 区分 事業概要 担当課 備考

80
高齢者運転免許証自主返納支援

事業
1,000 拡充

【目的】
　高齢者による交通事故防止
【対象】
　65歳以上で運転免許証を返納し申請のあった市民
【内容】
　運転免許証自主返納者への贈呈品に、商品券を加え、
贈呈品選択の幅を広げる

市民税務課

79 ふるさと暮らし応援事業 48,840 拡充

【目的】
　本市への定住・移住を促進する
【対象】
　市民及び市外からの移住者
【内容】
①宅地取得助成
・10％で上限500千円、市外転入者で義務教育終了前の
子供がいる場合は20％で上限1,500千円
・空き家購入費を含む宅地取得の場合、10％以内で上限
1,000千円、市外転入者で義務教育終了前の子供がいる
場合は20％で上限2,000千円
②新築住宅助成
・建築費の10％で上限1,000千円。市内業者加算300千
円、子育て世帯加算（義務教育終了まで）200千円
・現在居住する住宅を解体し市内に建て替える場合、建替
加算500千円（新規）
③空き家活用支援事業
・空き家購入者への改修支援（移住世帯・子育て世帯）
2/3で上限1,000千円
・賃借空き家の改修費補助2/3で上限700千円
・家財道具処分費用2/3で上限200千円
④民間賃貸住宅等家賃助成
・婚姻後1年以内で世帯全員が40歳未満。又は市外から
転入した世帯。家賃月額20％で上限2万（最長4年間）
⑤民間賃貸住宅建設利子助成事業
・民間賃貸住宅建設資金の利子1/2で上限600千円（最
長3年間）
⑥結婚新生活支援事業
・新婚世帯への住まいの助成（住居費、引っ越し費用）所
得要件夫婦で400万未満、39歳以下の世帯に上限300千
円
⑦克雪住宅建設等助成事業
⑧消融雪設置助成事業
・事業費の30％上限600千円、子育て世帯・高齢者世帯
40％上限800千円
・除雪機械の購入費の10％上限100千円（拡充）

定住応援課 再掲載
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81 公共交通再編事業 8,864 新規

【目的】
　市の実情に応じた生活交通ネットワークの確保
【対象】
　バス利用者、牛房野・田沢・和合地区、丹生・安久戸地
区
【内容】
　①生活交通確保対策事業
利用率の低い牛房野線を廃止し、タクシー補助を中心とし
たサービスに切り替える
　②新規通学路線バス開設事業
市役所～大石田駅間を、高校生の通学電車に合わせ路
線バスを新設し、R4の国庫補助採択を目指す
　③公共交通空白地帯解消事業
宮沢小学校のスクールバス回送を活用し、丹生・安久戸地
区を回ることで公共交通空白地帯の解消を図る

市民税務課

82 路線ﾊﾞｽ運行事業 45,185 拡充

【目的】
　移動手段のない市民の足を安全により便利に確保する
【対象】
　市民
【内容】
　免許を持たない方、高齢者等の足の確保。安全に便利に
利用できるよう路線バスを運行する。令和3年度からは無
償対象を65歳以上まで拡充し、移動環境の充実を図る

市民税務課

83 成年後見センター設置事業 1,100 新規

【目的】
　成年後見支援体制の強化
【対象】
　市民
【内容】
　成年後見制度についての広報や市民からの相談、問い
合わせに対応する成年後見支援センターの業務を社会福
祉協議会に委託する

福祉課

84 地域福祉活動推進事業 8,092 拡充

【目的】
　福祉協力員の活動経費支援及び高齢者の居場所づくり
の推進
【対象】
　社会福祉協議会（福祉協力員・高齢者）
【内容】
　①福祉ネットワーク事業2,455千円（拡充）
　災害時の安否確認や日常での見守り、ゴミ出し買い物な
　どの家事援助、除雪などを行う福祉協力員活動費の増
額
　②ふれあいいきいきサロン開催1,800千円（拡充）
　高齢者の居場所づくりとして各集落で行われるお茶のみ
　会に対する助成額の増額

福祉課

85 老人クラブ助成金 1,856 拡充

【目的】
　高齢者の活動支援強化
【対象】
　老人クラブ
【内容】
　老人クラブ活動費補助金の単価を見直し、活動を支援す
る
均等割額25千円【拡充】、会員割額500円（拡充）

福祉課

86

高齢者社会参加促進事業

①高齢者おもいやりタクシー事

業

②高齢者移動サービス事業

11,414 拡充

【目的】
　高齢者の積極的な社会参加と生活圏の拡大を図る
【対象】
　①65歳以上の本人普通免許非所持（対象年齢の引き下
げ）
　②介護保険法による要介護4～5
【内容】
　①タクシーの利用料金の一部を助成
　　（お買い物タクシーにも利用可能）
　②リフト付きタクシーの利用料金の一部を助成

福祉課

87
新型コロナウイルスワクチン接

種事業
78,200 新規

【目的】
　新型コロナウイルスのワクチン接種による感染拡大防止
【対象】
　市民
【内容】
　国の優先順位に基づいて、順次ワクチン接種を進める。
（サルナートを会場に集団接種を想定）予約システムまた
は電話による受付体制を構築する

健康増進課
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88 重粒子線がん治療支援事業 600 新規

【目的】
　公的医療保険対象外のがん治療費支援
【対象】
　市民
【内容】
　保険対象外の重粒子線がん治療の費用を助成する

健康増進課

89 健康増進事業 18,619 継続

【目的】
　市民の健康増進
【対象】
　市民
【内容】
　①がん検診事業等17,969千円
　②生涯元気づくりポイント事業100千円
　②健康づくり事業費補助金550千円

健康増進課

90 電子カルテシステム更新事業 2,800 継続

【目的】
　電子カルテシステムの更新
【内容】
　現在の電子カルテの契約満了（R4.2）に併せ、利便性の
高いシステムへバージョンアップし、更なる業務効率化を図
る

中央診療所

91 高齢者等買物支援事業 700 継続

【目的】
　高齢者などの買い物弱者に対する支援と、商店街の購
買力向上
【対象】
　市内の高齢者を含む自力での買い物が困難な方
【内容】
　電話注文で受け付けた商品を、自宅まで無料配達

商工観光課 再掲載

92
シルバー人材センター運営支援

事業
7,800 継続

【目的】
　高齢者の就業機会の確保及び生きがいの創出を図る。
【対象】
　60歳以上の高齢者
【内容】
　シルバー人材センターの運営に対して補助金を交付

商工観光課 再掲載

93 地域一斉除排雪推進事業 400 継続

【目的】
　地域住民共助による一斉除排雪
【対象】
　地域住民
【内容】
　地域一斉除排雪推進事業補助金上限200千円
　住民と市が協力・連携して、集落等が地域住民共助によ
る一斉除排雪作業を行う場合、
①市ではロータリー除雪車による排雪積込
②集落等が借り上げたダンプトラック代等の経費
1集落等当たり、上限200千円を補助する

建設課 再掲載

94

緊急通報システム

（聴覚・言語機能障害者の緊急

通報システム）

924 新規

【目的】
　119番通報整備
【内容】
　パソコン・スマートホンを利用した文字による緊急通報シス
テムを導入する（管内に在住する、音声電話による緊急通
報が困難な方が、事前登録の上利用する）

消防本部

95 鶴子交流施設整備事業 5,282 継続

【目的】
　地域の活性化
【対象】
　利用者
【内容】
　合併浄化槽設置工事（10人槽）
男子トイレ改修

社会教育課
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96
名木沢生涯スポーツ交流セン

ター
1,136 継続

【目的】
　地域の活性化
【対象】
　利用者
【内容】
　名木沢生涯スポーツ交流センターの管理運営

社会教育課

97 玉野地区公民館整備事業 6,900 新規

【目的】
　地域の活性化
【対象】
 利用者
【内容】
　合併浄化槽設置工事（14人槽）

社会教育課

98 分館等（集落公民館）整備事業 3,723 継続

【目的】
　地域の活性化
【対象】
　各集落
【内容】
　集落公民館修繕に対する補助
名木沢コミュニティセンター（風除室修繕）、野黒沢公民館
（漏水修繕）、芦沢公民館（漏水修繕物置改修）、中横町
公民館（外壁改修）、梺町公民館（風除室増築）、丹生第
一公民館（畳張替え）、寺町公民館（床修繕）、母袋公民
館（トイレ改修）、九日町公民館（外壁改修）、三日町公民
館（物置改修）

社会教育課

99 文化体育施設整備、修繕事業 35,178 継続

【目的】
　生涯学習等における良好な環境の整備
【対象】
 利用者
【内容】
　文化体育施設コンベンションホールステージ用照明改修

社会教育課 再掲載

100
オリンピック・パラリンピック

関連事業
9,090 新規

【目的】
　「希望の道を、つなごう」のコンセプトのもと、市民みんなで
盛り上げ関心を高める
【対象】
　全市民
【内容】
　令和2年度に中止となった聖火リレーを始め、聖火フェス
ティバル等のオリンピック関連事業を実施する

社会教育課 再掲載

④暮らしやすく 住み続けられるまち（雪や災害に強いまち）

№ 事業名 事業費 区分 事業概要 担当課 備考

101
防災行政無線整備事業

（戸別受信機貸与）
8,162 拡充

【目的】
　災害時における情報伝達手段の多重化
【対象】
　自主防災会・災害危険エリア内の防災行政無線難聴世
帯
【内容】
　防災行政無線に関する難聴対策が求めれており、屋外
拡声子局による放送を補完し、災害時等における住民への
情報伝達機能の強化を図る

防災危機管
理室

102 国民保護共同図上訓練事業 414 新規

【目的】
　武力攻撃事態及び緊急対処事態に備え、市民の生命、
身体及び財産を保護する
【対象】
　全市域
【内容】
　武力攻撃や大規模テロに備え国・県等と共同し図上訓練
を実施する

防災危機管
理室
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103 自主防災組織向上支援事業 1,500 継続

【目的】
　自主防災組織等の育成強化により、地域防災力の向上
を図る
【対象】
　自主防災会等
【内容】
　防災資機材購入、防災訓練等の実施に対して支援

防災危機管
理室

104 避難所機能強化等推進事業 3,613 継続

【目的】
　災害時に備え避難所備蓄品を配備
【対象】
　全市域
【内容】
　アルファ米、飲料水、毛布の購入

防災危機管
理室

106 防犯カメラ設置工事 900 継続

【目的】
　犯罪防止と安全安心なまちづくり
【対象】
　市民
【内容】
　主要道路や通学路等へ防犯カメラを設置し、特に子供た
ちの登下校を見守り、犯罪被害を防止する

市民税務課 再掲載

107
高齢者運転免許証自主返納支援

事業
1,000 拡充

【目的】
　高齢者による交通事故防止
【対象】
　65歳以上で運転免許証を返納し申請のあった市民
【内容】
　運転免許証自主返納者への贈呈品に、商品券を加え、
贈呈品選択の幅を広げる

市民税務課 再掲載

再掲載105 ふるさと暮らし応援事業 48,840 拡充

【目的】
　本市への定住・移住を促進する
【対象】
　市民及び市外からの移住者
【内容】
①宅地取得助成
・10％で上限500千円、市外転入者で義務教育終了前の
子供がいる場合は20％で上限1,500千円
・空き家購入費を含む宅地取得の場合、10％以内で上限
1,000千円、市外転入者で義務教育終了前の子供がいる
場合は20％で上限2,000千円
②新築住宅助成
・建築費の10％で上限1,000千円。市内業者加算300千
円、子育て世帯加算（義務教育終了まで）200千円
・現在居住する住宅を解体し市内に建て替える場合、建替
加算500千円（新規）
③空き家活用支援事業
・空き家購入者への改修支援（移住世帯・子育て世帯）
2/3で上限1,000千円
・賃借空き家の改修費補助2/3で上限700千円
・家財道具処分費用2/3で上限200千円
④民間賃貸住宅等家賃助成
・婚姻後1年以内で世帯全員が40歳未満。又は市外から
転入した世帯。家賃月額20％で上限2万（最長4年間）
⑤民間賃貸住宅建設利子助成事業
・民間賃貸住宅建設資金の利子1/2で上限600千円（最
長3年間）
⑥結婚新生活支援事業
・新婚世帯への住まいの助成（住居費、引っ越し費用）所
得要件夫婦で400万未満、39歳以下の世帯に上限300千
円
⑦克雪住宅建設等助成事業
⑧消融雪設置助成事業
・事業費の30％上限600千円、子育て世帯・高齢者世帯
40％上限800千円
・除雪機械の購入費の10％上限100千円（拡充）

定住応援課
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108 公共交通再編事業 8,864 新規

【目的】
　市の実情に応じた生活交通ネットワークの確保
【対象】
　バス利用者、牛房野・田沢・和合地区、丹生・安久戸地
区
【内容】
　①生活交通確保対策事業
利用率の低い牛房野線を廃止し、タクシー補助を中心とし
たサービスに切り替える
　②新規通学路線バス開設事業
市役所～大石田駅間を、高校生の通学電車に合わせ路
線バスを新設し、R4の国庫補助採択を目指す
　③公共交通空白地帯解消事業
宮沢小学校のスクールバス回送を活用し、丹生・安久戸地
区を回ることで公共交通空白地帯の解消を図る

市民税務課 再掲載

109 路線ﾊﾞｽ運行事業 45,185 拡充

【目的】
　移動手段のない市民の足を安全により便利に確保する
【対象】
　市民
【内容】
　免許を持たない方、高齢者等の足の確保。安全に便利に
利用できるよう路線バスを運行する。令和3年度からは無
償対象を65歳以上まで拡充し、移動環境の充実を図る

市民税務課 再掲載

110 環境基本計画策定事業 5,500 新規

【目的】
　環境基本計画の改訂
【内容】
　市の環境施策のベースとなる計画。現在の環境基本計
画はＲ2までのため、改訂が必要

環境整備課

111 一般地区浄化槽設置事業 6,123 継続

【目的】
　生活排水処理施設普及率の向上を目指す
【対象】
　下水・農集・浄化槽指定地区以外
【内容】
　R3は18基の事業計画

環境整備課

112 指定地区浄化槽設置事業 5,250 継続

【目的】
　生活排水処理施設普及率の向上を目指す
【対象】
　旧指定地区
【内容】
　R3は旧指定地区9基

環境整備課

113 中島橋架替水道管添架工事 4,950 新規

【目的】
　簡易水道施設整備
【対象】
　簡易水道施設
【内容】
　現在は仮設で水道管のみ川を渡しているため、建設課の
橋架替工事に合わせて添架工事を実施する

環境整備課

114 配水管布設工事 39,270 継続

【目的】
　簡易水道施設整備
【対象】
　簡易水道施設
【内容】
　配水管布設工事
二藤袋（Ｒ347）99.8ｍ、鶴巻田（玉小付近）267ｍ、鶴子
（伊藤商店付近）121ｍ

環境整備課
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115
農業集落排水施設最適化構想策

定事業
5,200 新規

【目的】
　農業集落排水施設最適化構想策定
【対象】
　目的】
　農業集落排水施設
【内容】
　20年経過した施設で策定が必要。Ｒ2で実施した機能診
断（劣化状況等の調査）の結果を基に、処理区ごとの保全
対策工法や実施時期を設定する
（策定により今後の施設修繕が補助対象事業となる）

環境整備課

116
農業水路等長寿命化・防災減災

事業
13,379 継続

【目的】
　老朽化した新堰及び幹線水路の長寿命化工事（防災減
災）
【対象】
　事業主体：山形県
【内容】
 県単事業負担金の拠出
 ●村山北部地区【新堰】
　・総事業費：96百万円
　・負担割合：国55、県12.5、市18.36、大石田町3.24、区
10.9
　・工事期間：R2～R5
　●尾花沢用水路【徳良湖線地区】
　・総事業費：76百万円
　・負担割合：国55、県12.5、市32.5
　・工事期間：R2～R6
　●農業用河川工作物応急対策
　・総事業費：85百万円
　・負担割合：国55、県32、市11.05、大石田町1.95
　・工事期間：Ｒ2～Ｒ4

農林課 再掲載

117 徳良湖スノーランド事業 4,342 継続

【目的】
　雪国にしかない楽しみを体験するイベントの充実
【内容】
　本市ならではの冬の楽しみ方を提供し、冬期間の観光客
増加を目指す

商工観光課

118 定住促進住宅用地活用事業 ー 新規

【目的】
　定住促進、空き地等の有効活用
【対象】
　市民、転入者
【内容】
　定住促進住宅用地を貸し付け、15年間借り受けた者のう
ち希望者に対して無償譲渡する

建設課 再掲載

119 住宅リフォーム支援事業 40,190 継続

【目的】
　既存住宅の居住環境の質の向上及び住宅投資の波及
効果による経済の活性化
【対象】
　住宅の増改築工事やリフォーム工事を行う者
【内容】
　住宅リフォーム支援事業補助金　40,000千円
（補助金）
　県要件分（一般分）　上限400千円（20%）
　　 〃　　　（移住分）　上限500千円（30%）
　市要件分（H28～拡充）
　人口減少対策世帯分（移住・三世代・近居・　新婚・多子
）　上限300千円（20%）
事務費　190千円

建設課

120
荒楯地区分譲宅地定住支援事業

費補助金
1,687 継続

【目的】
　「荒楯地区分譲地」の早期分譲と定住促進を図る
【対象】
　「荒楯地区分譲地」の分譲宅地を購入する者
【内容】
「荒楯地区分譲地」は平成30年11月から分譲開始
補助金は宅地分譲価格×20%　上限1,000千円
　全10区画の内、令和2年度（12/6現在）7区画契約済

建設課
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121
都市計画マスタープラン（立地

適正化計画）策定事業
8,000 継続

【目的】
　都市計画マスタープラン及び立地適正化計画の策定
【内容】
　第2次都市計画マスタープラｰﾌﾟﾗン及び立地適正化計画
策定に係る各種調査結果等を実施し、全体構想や地域別
整備方針の策定、実現化方策の検討等を行うための策定
支援業務

建設課

122 交通安全施設整備事業 7,500 継続

 【目的】
　雪に強いまちづくり推進
（自然災害に強いまちで、安全で快適な市民生活の実現）
【内容】
 交通安全に係る施設の整備工事（ライン工事等）

建設課

123 道の駅尾花沢リニューアル事業 3,300 継続

【目的】
　道の駅尾花沢の店内照明等のＬＥＤ化
【内容】
 建設から１４年目に入り、老朽化している道の駅尾花沢の
店内照明等をＬＥＤ化し、長寿命化を図る

建設課

124 防犯灯設置事業補助金 2,800 継続

【目的】
　安全安心な市民生活の実現
【対象】
　全集落
【内容】
　新設や移設を中心に、１灯あたり上限35千円補助の継
続

建設課

125 除排雪経費 350,952 継続

【目的】
　冬期間の安心安全な交通の確保
【対象】
　市民
【内容】
　①道路の除排雪業務委託料　298,000千円
　②消雪施設修繕　4,900千円
　③除雪機械修繕　19,000千円　など

建設課

126 生活道路除雪補助金 5,390 継続

【目的】
　市除雪路線以外の3.4級市道及び生活道路の除雪費補
助
【対象】
　個人または任意団体
【内容】
　生活道路除雪費補助金　（幅員が狭く、除雪車が入れな
い箇所への支援）
①除雪費補助額　（＠1,000円/m）
②消雪施設修繕費用分　上限100千円（継続分）

建設課

127 地域一斉除排雪推進事業 400 継続

【目的】
　地域住民共助による一斉除排雪
【対象】
　地域住民
【内容】
　地域一斉除排雪推進事業補助金上限200千円
　住民と市が協力・連携して、集落等が地域住民共助によ
る一斉除排雪作業を行う場合、
①市ではロータリー除雪車による排雪積込
②集落等が借り上げたダンプトラック代等の経費
1集落等当たり、上限200千円を補助する

建設課
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128
除雪情報提供システム（GPS）

運用事業
4,672 継続

【目的】
　「除雪の見える化」を図り、より効率的・迅速的・きめ細か
な除雪対応
【対象】
　市民
【内容】
　除雪情報提供システム（GPS）運用事業
①通信運搬費（データ通信料等）　492千円
②除雪情報提供システム等保守業務委託（長期継続契
約   R7まで）4,180千円

建設課

129 ドーザ除雪機械購入事業 40,000 新規

【目的】
　雪に強いまちづくり推進
（自然災害に強いまちで、安全で快適な市民生活の実現）
【対象】
　市民
【内容】
　14ｔ級ドーザ+ロータリ装置購入（更新）

建設課

130 市道補修工事 20,200 継続

【目的】
　　雪に強いまちづくり推進
（自然災害に強いまちで、安全で快適な市民生活の実現）
【内容】
　①市道舗装補修工事（ｵｰﾊﾞｰﾚｲ・ﾊﾟｯﾁﾝｸﾞ）
　②道路構造物等補修（側溝・横断水路等）

建設課

131 公共施設等適正管理推進事業 10,000 継続

【目的】
　雪に強いまちづくり推進
（自然災害に強いまちで、安全で快適な市民生活の実現）
【内容】
　ガードレール改修

建設課

132 除雪基地整備事業 100,000 継続

【目的】
　雪に強いまちづくり推進
（自然災害に強いまちで、安全で快適な市民生活の実現）
【内容】
　旧明徳小校舎の解体

建設課

133
道路新設改良事業

（単独）
91,939 継続

【目的】
　雪に強いまちづくり推進
（自然災害に強いまちで、安全で快適な市民生活の実現）
【内容】
　道路新設改良事業（道路改良、流雪溝整備等）
工事費　47,000千円　補償費　1,000千円
（継続）
　　流雪溝整備　1路線（名木沢）
    道路改良　1路線（Ⅲ-860畑沢）
　　側溝整備　1路線（Ⅰ-19新町東）
測量設計　17,000千円
（新規）
　　道路改良　1路線（荒楯線朧気）
　　側溝整備　2路線（大柳寺内上線寺内、Ⅲ-75梺町)
単独工事・測量設計等　24,000千円
　　長根山線側溝、原田線防雪柵等
その他　2,939千円

建設課
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134 橋梁長寿命化事業 61,000 継続

【目的】
　雪に強いまちづくり推進
（自然災害に強いまちで、安全で快適な市民生活の実現）
【対象】
市管理橋梁
【内容】
　橋梁長寿命化計画に基づく
　①橋梁点検・診断（42橋）　　30,000千円
　②橋梁補修工事（和合橋、4-210-1号橋ほか）
　　　　測量設計3,000千円　　工事 21,000千円
　③道路橋PCB含有調査委託（18橋）　7,000千円

建設課

135 橋梁改修事業 59,500 新規

【目的】
　雪に強いまちづくり推進
（自然災害に強いまちで、安全で快適な市民生活の実現）
【対象】
中島橋
【内容】
　中島橋架け替え工事（単独）
　　工事費48,000千円　　測量設計1,500千円
　　補償費10,000千円

建設課

136 不良住宅除去促進事業補助金 8,000 継続

【目的】
　不良住宅の除去促進
【対象】
　不良住宅
【内容】
　危険な状態の空き家になる前の解体を促進する。
　解体工事費等の80％を補助する。（上限1,000千円）

建設課

137 木造住宅耐震化事業 1,320 継続

【目的】
　木造住宅の耐震診断と耐震改修に補助を行い、住民の
安全を確保する。
【対象】
　耐震化されていない木造住宅
【内容】
　木造住宅耐震診断士派遣業務委託料　320千円
　木造住宅耐震改修工事補助金　1,000千円

建設課

138 危険ブロック塀等撤去費補助金 450 継続

【目的】
　危険ブロック塀等の除去促進
【対象】
　危険ブロック塀
【内容】
　危険な状態のブロック塀の解体に、上限１５万円の補助を
行う

建設課

139
公共土木施設災害復旧事業（補

助）
50,000 継続

【目的】
　災害復旧
【内容】
　R3現年災害　50,000千円
　（異常気象に伴う公共土木施設災害復旧工事）

建設課

140
公共土木施設災害復旧事業（単

独）
13,000 継続

【目的】
　災害復旧
【内容】
　①公共災害・単独災害に伴う災害査定等測量設計
8,000千円
　　　公共災害（1件）　4,000千円
　　　単独災害（2件）　4,000千円
②市単独災害復旧工事（小規模）　5,000千円
　　　1,000千円* 5か所

建設課

141 集落等雪対策支援事業費補助金 3,000 継続

【目的】
　各集落における流雪溝管理組合等の組織化と、流雪溝
維持管理体制の強化を図るとともに、除雪の雪押し場の確
保など、地区の負担軽減と活動促進を図るための運営補
助
【対象】
　各集落
【内容】
①流雪溝の運営に対し、事業費の50%(上限100千円)を
補助
②除雪における雪押し場確保対策に対し、事業費の
50%(上限1箇所当り3千円)を補助

建設課
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142

緊急通報システム

（聴覚・言語機能障害者の緊急

通報システム）

924 新規

【目的】
　119番通報整備
【内容】
　パソコン・スマートホンを利用した文字による緊急通報シス
テムを導入する（管内に在住する、音声電話による緊急通
報が困難な方が、事前登録の上利用する）

消防本部 再掲載

143
高機能消防指令センター整備事

業
49,918 継続

【目的】
　高機能消防指令センター情報系部分の更新
【内容】
　H28年3月から稼働し、6年目（R3）で情報系を更新（10
年目（R7）には通信系更新が控え、以降、交互に更新して
いく必要がある）

消防本部

144 災害対応軽四輪駆動車購入事業 4,750 新規

【目的】
　軽四輪駆動車の新規購入
【内容】
　山岳遭難や自然災害など悪路でも活動できるよう軽四輪
駆動車を配備し、日常的にも警防活動で使用する

消防本部

145 消防団員等報酬 17,642 拡充

【目的】
　消防団員の確保
【対象】
　消防団員
【内容】
　本市消防団員の報酬は43年間にわたり改正されておら
ず低額となっていることから、報酬（火災出動等の手当）を
見直す

消防本部

146 耐震性貯水槽設置事業 29,550 継続

【目的】
　地震に強い施設整備
【内容】
　鶴子地区及び荻袋地区に耐震性貯水槽を設置する

消防本部

147 消防団ポンプ購入事業 4,600 継続

【目的】
　消防団機能の強化
【内容】
　老朽化した小型ポンプ2台の更新事業（横内、細野）

消防本部

148 ポンプ格納庫建築工事 10,500 継続

【目的】
　消防団機能の強化
【内容】
　老朽化したポンプ格納庫を解体新築する（横町、野黒
沢）

消防本部

⑤笑顔の花咲く 交流と協働のまち（互いに支え合い誰もが活躍できるまち）

№ 事業名 事業費 区分 事業概要 担当課 備考

149 タブレット導入事業 9,049 新規

【目的】
　議会でのタブレット活用
【対象】
　議員、執行部
【内容】
　議会事務局分19台（議員14、事務局4、予備1）、執行
部用27台の計46台を導入する
議会事務局分はLTEモデル（レンタル）、執行部用はWi-Fi
モデル（購入）

議会事務局

150 テレワーク環境整備事業 652 新規

【目的】
　テレワークの推進
【対象】
　職員
【内容】
　自宅からでもLGWAN・公会計システム・共有フォルダに
接続可能な職員貸出用PCを整備する（R2からネットワーク
構築を進める）

総務課
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151 自主防災組織向上支援事業 1,500 継続

【目的】
　自主防災組織等の育成強化により、地域防災力の向上
を図る
【対象】
　自主防災会等
【内容】
　防災資機材購入、防災訓練等の実施に対して支援

防災危機管
理室

再掲載

152 市報発行事業 5,054 拡充

【目的】
　市民各位に対する市の施策等の周知
【対象】
　市民
【内容】
　市報おばなざわ（15日号）及び市報お知らせ版（1日号）
の発行（お知らせ版を二色刷りにし、見やすさに配慮した構
成とする）

総合政策課

153 キャッシュレス決済導入事業 499 新規

【目的】
　市民サービスにおける利便性の向上
【対象】
　市民
【内容】
　証明書発行手数料の支払いを電子決済やクレジット決済
で可能にする（クレジットカード、電子マネー、QRコード等多
様な支払に対応）

市民税務課

154 証明書等コンビニ交付導入事業 3,049 新規

【目的】
　市民サービスにおける利便性の向上
【対象】
　市民
【内容】
　マイナンバーカードを利用して全国のコンビニで各種証明
書を取得できるサービスを導入する（早朝から深夜（6：30
～23：00）、休日でも証明書の取得が可能となる）

市民税務課

155 ふるさと尾花沢応援基金事業 926,590 継続

【目的】
　尾花沢ファンの拡大、財源の確保
【内容】
　R3は寄附金6億円を見込む。（R2当初4億円）
ふるさと納税返礼品はスイカ、米、アスパラ、牛肉、銀山宿
泊を主力に尾花沢のＰＲと尾花沢ファンの拡大を図る

定住応援課 再掲載

156

地域おこし協力隊

（尾花沢そば振興・徳良湖フラ

ワーガーデン）

14,803 継続

【目的】
　都市住民による地域活性化と定住・定着を図る
【対象】
　活動希望者（県外）2名
【内容】
　地域おこし協力隊2名を新たに迎え、尾花沢そばの振興
と徳良湖花畑のガーデニング等の自然景観維持に取り組
む

定住応援課

157
若者地元回帰対策事業

（移住推進協議会負担金）
500 新規

【目的】
　若者の定着回帰のきっかけづくり
【対象】
　①市内在住の高校生
　②県外在住の本市出身者
【内容】
　①学校や地元企業、各種団体との連携により、若者の地
元回帰につながる各種事業を展開する（地域で活躍する
カッコイイ大人との交流を通じて、地域への貢献意欲を育
む）
　②オンライン三十路成人式（ふるさと回帰のきっかけづく
り）

定住応援課 再掲載
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NO. 事業名 事業費 区分 事業概要 担当課 備考

158 移住推進協議会負担金 4,557 拡充

【目的】
　移住促進
【対象】
　市外在住者
【内容】
　①テレワーク推進事業（新規）
（お試しテレワークやニーズ調査など本市とつながるきっか
けづくり）
　②オンライン移住体験ツアー（拡充）
（移住体験ツアーをオンラインで開催）
　③コミュニケーション事業（新規）
（ワーケーションの推進と地域住民との交流）
　④ふるさと回帰フェアや移住相談会の実施（継続）
（都市部での移住イベントへの出展）
　⑤移住者交流会や移住体験ツアー、田舎暮らし短期体
験事業の実施（継続）

定住応援課

159 IJUターン支援事業 1,800 継続

【目的】
　UIJターンへの支援
【対象】
　移住者
【内容】
　①移住者向け食の支援事業
　②地方創生推進交付金移住支援事業
移住支援金　（家族世帯） 1,000千円
　　　　　　　　　（単身世帯） 600千円
（国1/2　県1/4　市1/4）

定住応援課

160
若者チャレンジ支援事業費補助

金
354 継続

【目的】
　地域の活性化
【対象】
　市民
【内容】
　3ヵ年の事業に対し、総額で150万円を上限に交付
（ドツキ市　3年目）354千円

定住応援課

161 区長謝礼　役職加算 78 新規

【目的】
　地域づくりの推進、強化
【対象】
　連合区長会会長・副会長
【内容】
　充て職等が多く多忙となっている会長・副会長の区長謝
礼に役員加算する
役員加算：会長18,000円、副会長12,000円

市民税務課

162 地域一斉除排雪推進事業 400 継続

【目的】
　地域住民共助による一斉除排雪
【対象】
　地域住民
【内容】
　地域一斉除排雪推進事業補助金上限200千円
　住民と市が協力・連携して、集落等が地域住民共助によ
る一斉除排雪作業を行う場合、
①市ではロータリー除雪車による排雪積込
②集落等が借り上げたダンプトラック代等の経費
1集落等当たり、上限200千円を補助する

建設課 再掲載

163 集落等雪対策支援事業費補助金 3,000 継続

【目的】
　各集落における流雪溝管理組合等の組織化と、流雪溝
維持管理体制の強化を図るとともに、除雪の雪押し場の確
保など、地区の負担軽減と活動促進を図るための運営補
助
【対象】
　各集落
【内容】
①流雪溝の運営に対し、事業費の50%(上限100千円)を
補助
②除雪における雪押し場確保対策に対し、事業費の
50%(上限1箇所当り3千円)を補助

建設課
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NO. 事業名 事業費 区分 事業概要 担当課 備考

164 地域活性化事業 14,250 新規

【目的】
　地域の活性化
【対象】
　市民
【内容】
　地域活性化事業交付金14,250千円
〇基礎交付金事業（地区均等割600,000円+人口割＠
100円）4,600千円
〇チャレンジ事業（地域の課題・問題を解決するための事
業・地域の特性や資源を生かした地域づくり事業）6,800千
円
〇地域除雪活動支援事業（集落内の共助による除雪支
援）1,600千円
〇分館等（集落公民館）管理費支援事業（集落公民館の
電気水道料金の基本料金分の1/2を支援）1,250千円

社会教育課

165 鶴子交流施設整備事業 5,282 継続

【目的】
　地域の活性化
【対象】
　利用者
【内容】
　合併浄化槽設置工事（10人槽）
男子トイレ改修

社会教育課 再掲載

166
名木沢生涯スポーツ交流セン

ター
1,136 継続

【目的】
　地域の活性化
【対象】
　利用者
【内容】
　名木沢生涯スポーツ交流センターの管理運営

社会教育課 再掲載

167 玉野地区公民館整備事業 6,900 新規

【目的】
　地域の活性化
【対象】
 利用者
【内容】
　合併浄化槽設置工事（14人槽）

社会教育課 再掲載

168 分館等（集落公民館）整備事業 3,723 継続

【目的】
　地域の活性化
【対象】
　各集落
【内容】
　集落公民館修繕に対する補助
名木沢コミュニティセンター（風除室修繕）、野黒沢公民館
（漏水修繕）、芦沢公民館（漏水修繕物置改修）、中横町
公民館（外壁改修）、梺町公民館（風除室増築）、丹生第
一公民館（畳張替え）、寺町公民館（床修繕）、母袋公民
館（トイレ改修）、九日町公民館（外壁改修）、三日町公民
館（物置改修）を予定

社会教育課 再掲載

169 女性の社会参画推進事業 120 継続

【目的】
　女性のキャリア形成への支援
【対象】
　市民
【内容】
　女性活躍推進研修
市内企業女性社員などのためのセミナー

社会教育課

170
ワーク・ライフ・バランス実践

企業支援事業
500 新規

【目的】
　仕事と家庭の両立支援、女性の活躍推進を図る
【対象】
　市内に活動拠点を有する企業、事業所、法人、団体等
（国及び地方公共団体を除く）
【内容】
　やまがたイクボス同盟への加入、ワーク・ライフ・バランス
推進員を選任すること
①～④のいずれかを実践した場合100千円交付
①女性の管理職登用
②男性社員の育児休業取得
③法定を越える介護休業、休暇の取得
④就学前の子を養育する女性を正規社員として雇用

社会教育課 再掲載
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（１）復旧・復興事業

① 震災復興特別交付税   1,326億円（② 3,742億円、▲     2,416億円、▲  64.6%） 

② 規模  3,300億円程度（② 8,984億円、▲ 5,700億円程度、▲  63.3%程度） 

（２）全国防災事業

規模  1,090億円（② 1,092 億円、▲  2億円、▲ 0.2%） 

総 務 省 自 治 財 政 局  

令和２年１２月２１日 

 

１ 通常収支分

 

 

 

 

 

 

２ 東日本大震災分  

 

① 地方財政計画の規模 89兆8,400億円程度（②90兆7,397億円、▲   9,000億円程度、▲1.0%程度） 

② 地方一般歳出 75兆4,400億円程度（②75兆8,480億円、▲  4,100億円程度、▲0.5%程度） 

③ 一般財源総額    63兆1,432億円（②63兆4,318億円、▲  2,886億円、 ▲   0.5%） 

・水準超経費を除く 

交付団体ベース 61兆9,932億円（②61兆7,518億円、＋ 2,414億円、 ＋ 0.4%） 

④ 地方交付税の総額      17兆4,385億円（②16兆5,882億円、＋  8,503億円、＋   5.1%） 

⑤ 地方税及び地方譲与税   39兆9,021億円（②43兆5,452億円、▲3兆6,431億円、▲   8.4%） 

⑥ 地方特例交付金等  3,577億円（②   2,007億円、＋ 1,570億円、＋  78.2%） 

⑦ 臨時財政対策債   5兆4,796億円（② 3兆1,398億円、＋2兆3,399億円、＋  74.5%） 

⑧ 財源不足額  10兆1,222億円（② 4兆5,285億円、＋5兆5,938億円、＋ 123.5%） 

※一般財源総額、地方税及び地方譲与税については、令和2年度徴収猶予の特例分(2,145億円)を除いている。

令和３年度地方財政対策の概要 

Ⅰ 令和３年度の地方財政の姿 
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地方債   11 兆 2,407 億円（前年度比 ＋1兆 9,625  億円、＋21.2%） 

新型コロナウイルス感染症の影響により地方税等が大幅な減収となる中、地方公共団

体が行政サービスを安定的に提供しつつ、防災・減災、国土強靱化の推進などの重要課

題に取り組めるよう、地方交付税等の一般財源総額について、水準超経費を除く交付団

体ベースで、実質令和 2 年度を0.2兆円上回る額を確保 

地方交付税（出口ベース） 17兆 4,385億円（前年度比 ＋8,503億円、＋5.1%） 

一般財源総額 63兆1,432億円（前年度比 ▲2,886億円、▲0.5%） 

一般財源（交付団体ベース）の総額 61兆 9,932億円（同 ＋2,414億円、＋0.4%） 

※１  一般財源総額、地方税及び地方譲与税については、令和 2年度徴収猶予の特例分(2,145億円)を除いている。

※２  一般財源比率（臨時財政対策債を除く一般財源総額が歳入総額に占める割合） 64.3％程度（②66.4%）

１ 地方財源の確保 

        

・地方税 38兆          802億円（前年度比▲2兆 8,564億円、   ▲  7.0%） 

・地方譲与税  1兆 8,219億円（  同   ▲    7,867億円、  ▲ 30.2%）

・地方交付税  17兆 4,385億円（  同 ＋   8,503億円、 ＋  5.1%） 

・地方特例交付金等  3,577億円（  同 ＋     1,570億円、    ＋ 78.2%） 

・臨時財政対策債  5兆 4,796億円（ 同 ＋       2兆 3,399      億円、＋ 74.5%） 

・臨時財政対策債 5  兆  4,796 億円（前年度比   ＋2兆3,399  億円、 ＋74.5 %） 

・臨時財政対策債以外 5  兆  7,611 億円（  同   ▲  3,774  億円、  ▲ 6.1 %） 

 通常債 4 兆 9,911 億円（       同        ▲   3,774億円、 ▲ 7.0 %） 

 財源対策債 7,700   億円（         同                                                      0     億円、    0.0 %） 

２ 地方交付税の確保 

【一般会計】 15兆 5,912億円 

① 地方交付税の法定率分等   13兆 3,997億円 

（ａ）

Ⅱ 通常収支分 
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臨時財政対策債  5兆4,796億円（前年度比 ＋2兆3,399億円、＋74.5%） 

・所得税・法人税・酒税・消費税の法定率分 13兆 7,002億円 

・国税減額補正精算分（⑳、㉑、㉘、①） ▲ 3,004億円

② 一般会計における加算措置 2兆 1,915億円 

・折半対象以外の財源不足における補塡（既往法定分）   2,246億円 

・折半対象以外の財源不足における補塡（覚書加算の前倒し）  2,500億円 

・臨時財政対策特例加算  1兆 7,169億円 

【特別会計】  1兆 8,473 億円 

① 地方法人税の法定率分 1兆 3,232 億円 

② 交付税特別会計借入金支払利子     ▲ 760 億円

③ 交付税特別会計剰余金の活用    1,500         億円 

④ 令和 2年度繰越分    2,500     億円 

令和 2年度補正において償還を繰り延べた交付税特別会計借入金

償還予定額を令和 3年度へ繰越し

⑤ 地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用    2,000億円 

⑥ 返還金 1億円 

【地方交付税】（ａ）＋（ｂ） 17兆 4,385億円 

（参考）地方交付税の推移（兆円） 

㉒ ㉓ ㉔ ㉕ ㉖ ㉗ ㉘ ㉙ ㉚ ① ② ③ 

地方交付税 16.9 17.4 17.5 17.1 16.9 16.8 16.7 16.3 16.0 16.2 16.6 17.4 

３ 臨時財政対策債の増加額の抑制

＜参考＞概算要求時点 6兆 7,966億円（前年度比 ＋3兆 6,568億円、＋116.5%） 

（参考）臨時財政対策債の推移（兆円） 

㉒ ㉓ ㉔ ㉕ ㉖ ㉗ ㉘ ㉙ ㉚ ① ② ③ 

臨時財政対策債 7.7 6.2 6.1 6.2 5.6 4.5 3.8 4.0 4.0 3.3 3.1 5.5 

（ｂ）
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地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金を活用し、デジタル化によるメリッ

トを享受できる地域社会のデジタル化を集中的に推進するため、新たに「地域デジタル

社会推進費（仮称）」2,000億円を計上（令和 3・4年度）

令和 3年度における財源不足額 10 兆 1,222 億円（前年度比＋5兆 5 ,938億円、＋123.5%） 

うち折半対象財源不足額     3兆  4,338 億円（前年度比＋3     兆   4    ,338      億円、皆増） 

４ 財源不足の補塡 

○ 令和 2年度から令和 4年度までの間においては、国と地方の折半ルールを適用する

こととし、以下のとおり財源不足額を補塡

【折半対象以外の財源不足額】  6兆 6,884億円 

① 財源対策債の発行 7,700億円 

② 地方交付税の増額による補塡 1兆 5,557億円 

・令和元年度国税決算精算繰延べ  4,811   億円 

・一般会計における加算措置（既往法定分）  2,246   億円 

・一般会計における加算措置（覚書加算の前倒し）  2,500   億円 

・令和2年度繰越分   2,500   億円 

令和2年度補正において償還を繰り延べた交付税特別会計借入金

償還予定額を令和3年度へ繰越し

・交付税特別会計剰余金の活用 1,500   億円 

・地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用 2,000   億円 

③ 交付税特別会計償還繰延べ 6,000   億円 

④ 臨時財政対策債の発行（既往債の元利償還金分等） 3兆7,627  億円 

【折半対象財源不足額】              3兆4,338億円 

① 地方交付税の増額による補塡（臨時財政対策特例加算）       1兆7,169億円 

② 臨時財政対策債の発行 1兆 7,169億円 

  ＜令和元年度国税決算精算繰延べ＞ 

 令和元年度の国税決算が減になったことに伴う精算額 4,811億円については、令和 3

年度の地方交付税総額を確保する観点から、全額を令和 9年度から令和 18年度に繰延べ 

５ 地域デジタル社会の推進

・ 地域デジタル社会推進費（仮称）  2,000億円 
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地方公共団体が、地域の実情に応じ、自主的・主体的に地方創生に取り組むことがで

きるよう、平成 27年度に創設された「まち・ひと・しごと創生事業費」について、令和 

3年度においても、引き続き 1兆円を確保 

社会保障・税一体改革による社会保障の充実分及び人づくり革命等に係る経費につい

て所要額を計上 

  近年、災害が激甚化・頻発化する中、地方公共団体が防災・減災、国土強靱化対策に

取り組むことができるよう、「緊急自然災害防止対策事業費」及び「緊急防災・減災事

業費」について、対象事業を拡充（「緊急自然災害防止対策事業費」は事業費を 1,000

億円増額）した上で、事業期間を 5年間延長

偏在是正措置により生じる財源を活用して、地方公共団体が地域社会の維持・再生に

向けた幅広い施策に自主的・主体的に取り組むため、「地域社会再生事業費」について、

令和 3年度においても、引き続き 4,200億円を計上 

新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、保健所の恒常的な人員体制を強化する

ため、保健所において感染症対応業務に従事する保健師が現行の 1.5倍となるよう、2年

間で約 900名（現行：約 1,800名⇒令和 4年度：約 2,700名）増員する 

６ 保健所の恒常的な人員体制強化  

７ まち・ひと・しごと創生事業費の確保

８ 地域社会再生事業費  

９ 社会保障の充実及び人づくり革命等 

※下記金額は、国・地方所要額の合計

・ 社会保障の充実分の事業費   2兆 7,078億円（②2兆 7,111億円） 

・ 社会保障４経費に係る公経済負担増分の事業費  6,298億円（②    6,045億円） 

・ 人づくり革命に係る事業費 1 兆 5,791億円（②1兆 5,857億円） 

10 緊急自然災害防止対策事業費及び緊急防災・減災事業費の事業期間の延長等 
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  旧簡易水道事業（統合後の上水道事業）の建設改良に係る経費について、現在の厳し

い経営状況等を踏まえ、地方財政措置を拡充するとともに、条件不利地域における光フ

ァイバ等の整備を引き続き推進するため、過疎対策事業債の「光ファイバ等整備特別

分」を継続 

  防災重点農業用ため池の防災対策の強化のため、防災重点農業用ため池の防災工事に

係る地方財政措置を拡充するとともに、防災重点農業用ため池等を「緊急浚渫推進事業

費」の対象施設に追加

  地方回帰への太い人の流れを創出するための施策を推進できるよう、地域おこし協力

隊の取組強化や地域プロジェクトマネージャー、地域の魅力・価値向上に向けた人材活

用に要する経費に対して、地域要件を緩和した上で、地方財政措置を講ずる

会計年度任用職員制度の平年度化による期末手当の支給月数の増によって生じる経費

について、一般行政経費（単独）等を増額 

 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」の着実な推進を図るため、国

直轄・補助事業の地方負担について、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対

策」と同様、防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債又は補正予算債により措置 

※ 対策の初年度（令和 3年度）については、令和 2年度第 3次補正予算により措置

11 防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策の推進 

 

12 防災重点農業用ため池等の防災対策の強化等  

13 地方回帰支援の推進 

14 条件不利地域に対する地方財政措置の拡充 

15 会計年度任用職員制度の平年度化に伴う影響への対応  

・ 一般行政経費（単独）  651億円 

・ 公営企業繰出金 13億円 
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復旧・復興事業等について、通常収支とは別枠で整理し、所要の事業費及び財源を確

実に確保 

  令和３年度の資金繰り対策に万全を期すため、臨時財政対策債に対する公的資金の引

受けを 1.1兆円増額するとともに、減収等に対応する特別減収対策債や特別減収対策企

業債の延長の措置を講ずる 

  地方公共団体の経営・財務マネジメントを強化し、財政運営の質の向上を図るため、

総務省と地方公共団体金融機構の共同事業として、団体の状況や要請に応じてアドバイ

ザーを派遣する事業を創設

16 地方公共団体の資金繰りへの対応  

17 地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業の創設 

 

○ 震災復興特別交付税の確保

○ 震災復興特別交付税  1,326   億円 

 （前年度比 ▲2,416 億円、▲64.6%） 

○ 震災復興特別交付税により措置する財政需要

① 直轄・補助事業の地方負担分 537億円 

② 地方単独事業分 338    億円 

・単独災害復旧事業  87    億円 

・中長期職員派遣、職員採用等 251     億 円 

③ 地方税等の減収分 452     億円 

・地方税法等に基づく特例措置分  423   億 円 

・条例減免分 29   億円 

※ 震災復興特別交付税の平成 23～令和 3年度分の予算額の累計額（不用額を除く）は 5兆 5,417億円

Ⅲ 東日本大震災分 
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【算定項目】

新たな基準財政需要額の算定項目「地域デジタル社会推進費(仮称)」を臨時

費目として創設し、地域社会全体のデジタル化を推進するために必要となる取組

に要する経費を算定

【算 定 額】

令和３年度及び令和４年度 各年度2,000億円程度

（うち 道府県分800億円程度、市町村分1,200億円程度）

○ 光ファイバーの全国的な展開や５Ｇサービスの開始、ローカル５Ｇの導入

など情報通信基盤の整備の進展を踏まえ、今後これらの基盤を有効に活用し、

すべての地域がデジタル化によるメリットを享受できる地域社会のデジタル

化を集中的に推進するため、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備

金を活用し、地方財政計画に新たな歳出項目として「地域デジタル社会推進

費(仮称)」を計上

地域デジタル社会推進費（仮称）の創設

地域デジタル社会形成に向け想定される取組（例）

【事業期間】 令和３・４年度

【事 業 費】 各年度2,000億円

※ 地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金を活用

デジタル社会の恩恵を高齢者など

多くの住民が実感できるための

デジタル活用支援

地域におけるデジタル人材の

育成・確保

条件不利地域等におけるデジタル技術

を活用したサービスの高度化

デジタル技術を活用した

安心･安全の確保

デジタル技術を活用した観光振興や

働く場の創出など魅力ある地域づくり

の推進

中小企業のデジタルトランスフォー

メーション支援

地方交付税措置
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保健所の恒常的な人員体制強化

普通交付税措置：標準団体（人口170万人、保健所数9カ所）の措置人数を

現行24名から２年間で36名に増員（1.5倍）

○ 感染症の拡大時に円滑に業務ができるよう、感染症対応業務に従事する

保健師の恒常的な人員体制を強化（現行の1.5倍に増員）するために必要な

地方財政措置を講ずる

新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえ、健康危機管理対応力を強化する

ほか、関係機関との連絡調整を充実させるとともに、IHEAT登録者等に対する研修・

訓練等を実施する体制を平時から強化するため、保健所において感染症対応業務

に従事する保健師を２年間で約９００名増員（現行の1.5倍に増員）

（参考）保健所体制に関する自治体調査（令和2年9月総務省・厚生労働省）

○ 保健所において感染症対応業務に従事する保健師の全国数

→ 1,786名（平成31年4月1日時点）

＜今後の意向＞

○ 感染症対応業務に係る体制強化

→ 全自治体の76％が「予定あり」又は「検討中」

○ 体制強化のスケジュール

→ 単年度で実施予定：42％、複数年度で段階的に実施予定：47％

○ 特に強化が必要な内容

→ 全自治体の76％が「保健師の増員」と回答

※ 新型コロナウイルス感染症に関する今後の取組（令和２年８月２８日新型コロナウイルス

感染症対策本部決定）（抄）

５．保健所体制の整備

都道府県単位で潜在保健師等を登録する人材バンク（リスト化、定期的な研修実施等）

の創設、保健所等の恒常的な人員体制強化に向けた財政措置を検討する。

（現行）

約 １，８００ 名（全国数）

（R３年度）

約 ２，２５０ 名

（R４年度）

約 ２，７００ 名

保健所において感染症対応業務に従事する保健師数
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〇 近年、災害が激甚化・頻発化する中、地方団体が引き続き防災・減災、

国土強靱化対策に取り組めるよう、緊急自然災害防止対策事業費について

対象事業及び事業費を大幅拡充した上で、事業期間を延長

〇 政府を挙げて取り組む流域治水対策等を対象事業に追加し、所要事業費

として1,000億円を増額

〇 延長期間は、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」の

期間を踏まえ、５年間とする

緊急自然災害防止対策事業費の大幅拡充・延長

【事業期間】

令和３年度～令和７年度

【事業費】

４，０００億円 （令和２年度：３，０００億円）

（対前年度比：＋１，０００億円増、＋３割増）

【地方財政措置】

充当率１００％、交付税措置率７０％

【対象事業】

１．流域治水対策に資する地方単独事業を対象事業として拡充

２．道路防災について、小規模事業に限るとの現行の要件を撤廃した上で、

橋梁・道路の洗掘・流失対策を追加

主な拡充内容

等

【１級・２級河川】

１０億円
以上

１０億円
未満

一級・二級河川

【支流対策】

準用河川 普通河川

４億円
未満

４億円
以上

地域全体の
減災計画に
位置付けなし

500㎥
未満

3,000㎥
未満

3,000㎥
以上

500㎥
以上

地域全体の
減災計画に
位置付けあり

３億円

以上

３億円

未満

口径300㎜

以上
（町村の場合）

口径300㎜

未満
（町村の場合）

口径300㎜

以上
（町村の場合）

口径300㎜

未満
（町村の場合）

3,000万円
未満

3,000万円
以上

【外水氾濫対策】 【内水氾濫対策（下水道）】
【農業水利施設・
林道】 【都市公園】

国庫補助

要件

【支流対策】

国庫補助

要件

改良事業 ダム施設

改良事業

ダム下流河道

整備事業
貯水池

保全事業

４億円
以上

４億円
未満

１０億円
以上

１.５億円
以上

１.５億円
以上

１０億円
未満

１.５億円
未満

１.５億円

未満

【ダム】

溜め池の整備 二線堤の築造雨水貯留浸透
施設の整備

雨水公共
下水道

都市下水路 公共下水道
（管渠を除く
雨水氾濫対策）

※公営企業会計

繰出金に充当

農業水利施設
（右記以外）・
林道

防災重点
農業用ため池

豪雨対策
（都市公園安全
・安心対策緊急
総合支援事業）

＜一般会計事業＞
＜公営企業会計事業（※）＞

（公共）

800万円

未満

〈補助要件
見直し〉

4,000万円
未満

（公共）
4,000万円以上

（非公共）
農：200万円

未満
林：40万円

未満

（非公共）
農：200万円

以上
林：40万円

以上

河
川
事
業

流
域
治
水
対
策

対象拡充部分現行の対象事業
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【事業期間】

令和３年度～令和７年度

【事業費】

５，０００億円

【対象事業の拡充】

① 避難所における新型コロナウイルス感染症対策

（換気扇、洗面所、固定式間仕切り、発熱者専用室、トイレ・更衣室・授乳室、

非接触対応設備、感染防止用備蓄倉庫等）

② 社会福祉法人等の福祉施設等における豪雨災害対策に対する補助

（避難路、避難階段、避難エレベーター、電源設備等の嵩上げ、止水板・防水扉、

非常用電源・給水設備の設置等に対する補助）

【地方財政措置】

緊急防災・減災事業債（充当率１００％、交付税措置率７０％）

○ 近年、災害が激甚化・頻発化する中、地方団体が引き続き防災・減災、

国土強靱化対策に取り組めるよう、緊急防災・減災事業費について対象事業

を拡充した上で、事業期間を延長

○ 延長期間は、「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」の

期間や東日本大震災からの復興の取組期間を踏まえ、５年間とする

○ 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に伴う地方負担に

ついては、これまでと同様、国土強靱化債又は補正予算債により措置

緊急防災・減災事業費の拡充・延長等

【地方財政措置】

当初予算分：防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債（充当率１００％、交付税措置率５０％）

補正予算分：補正予算債（充当率１００％、交付税措置率５０％）

元利償還金の70％
を地方交付税措置

一般財源

緊急防災・減災事業債（地方債充当率100％）

国負担
元利償還金の50％
を地方交付税措置

一般財源

国土強靱化債又は補正予算債
（地方債充当率100％）

地方負担

１．緊急防災・減災事業費の拡充・延長

２．「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」に伴う地方負担

＜避難所における３密対策＞
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防災重点農業用ため池等の防災対策の強化等

○ 令和２年７月豪雨をはじめ、近年、自然災害が激甚化・頻発化する中、防災

重点農業用ため池等の決壊等により、人家、公共施設及び農地へ被害が発生し

ていることから、これらの防災工事の推進及び適切な維持管理が必要

○ このため、防災重点農業用ため池の防災工事に係る地方財政措置を拡充する

とともに、防災重点農業用ため池等を緊急浚渫推進事業費の対象施設に追加

＜ため池の防災工事（イメージ）＞

<

整
備
前>

<

整
備
後>

（２）防災重点農業用ため池等の浚渫の推進

【対象事業の拡充】

令和３年度から令和６年度までの４年間、緊急浚渫推進事業費の対象施設に、

農業用ため池及び土地改良施設のうち貯水能力を有する施設（クリーク及び

農業用ダム等）を追加（地方財政法を改正）

※ 地方団体が策定する個別計画に、人家や農地への危険度や堆積土砂率を踏まえ、緊急的に

実施する必要がある箇所として位置付けた施設に係る浚渫

【事業費】

１００億円（令和３年度）

※ 令和３～６年度の事業費（見込み）：４００億円

（参 考）緊急浚渫推進事業債

＜対 象 事 業＞ 河川・ダム・砂防・治山・農業用ため池等

＜地方財政措置＞ 充当率１００％、元利償還金に対する交付税措置率７０％

＜事 業 期 間＞ 令和６年度まで

＜事 業 費＞ １，１００億円

（１）防災重点農業用ため池の防災工事の推進

・ 「防災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対

策」に位置付けられた防災重点農業用ため池について、

防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債又は補正予算

債により措置

・ 上記対策に位置付けられない「防災重点農業用ため

池緊急整備事業」（新設）について、令和３年度から

令和７年度までの５年間、公共事業等債により措置

（充当率９０％、地方負担に対する交付税措置率を

通常の２０％から４５％に引上げ）

・ 緊急自然災害防止対策事業債の対象事業の要件を

８００万円未満から４，０００万円未満に拡充

１．防災重点農業用ため池等の防災対策の強化

２．利水ダム等の事前放流の推進

利水ダム等の事前放流に伴い、一級水系の指定区間及び二級水系を管理する都道府

県が行う損失補填に要する経費について、特別交付税措置（措置率０．８、財政力補

正なし）を講ずる

＜ため池の浚渫工事（イメージ）＞
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地方回帰支援の推進

○ 令和６年度に地域おこし協力隊の隊員数を8,000人とする目標に向け、
「地域おこし協力隊インターン」の創設等に要する経費について、地方財政措
置を講ずる

１．地域おこし協力隊の取組強化

○ 地域・行政・民間の橋渡しをしながら、地域の重要プロジェクトを推進す
ることができる人材の確保に要する経費について、地方財政措置を講ずる

２．地域プロジェクトマネージャーの創設

（１）対象団体

３大都市圏外のすべての市町村、３大都市圏内の条件不利地域等

（２）地方財政措置（特別交付税措置）

地域プロジェクトマネージャーの雇用に要する経費：１人当たり650万円上限

① 対象団体

３大都市圏外のすべての市町村、３大都市圏内の条件不利地域等

② 地方財政措置（特別交付税措置）

・インターンのプログラム作成等に要する経費：１団体当たり100万円上限

・協力隊インターン参加者の活動に要する経費：１人・１日当たり1.2万円上限

※ インターンの期間は２週間～３ヶ月

（１）地域おこし協力隊インターンの創設

（２）地域おこし協力隊の任期後の定住支援の創設

① 対象事業

任期後の隊員が定住するための空き家の改修に要する経費

② 地方財政措置（特別交付税措置）

措置率：０．５（財政力補正なし）

○ 地域の魅力を高める取組を推進するため、「地域おこし企業人」及び「地
域力創造アドバイザー」の地域要件を緩和する

３．地域の魅力・価値向上に向けた人材活用

・ 条件不利地域及び定住自立圏に加え、３大都市圏外の都市地域等も対象とする

※ 併せて、企業人材が幅広く地方団体の様々な課題に対応できることを明確化する
ため、「地域おこし企業人」の名称を「地域活性化起業人」に変更

（３）地域おこし協力隊の地域要件緩和

・ 海外在住者が、国内の都市圏に住民票を移さずに、直接地域おこし協力隊に

着任出来るよう要件を緩和
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条件不利地域に対する地方財政措置の拡充

○ 旧簡易水道事業について、現在の厳しい経営状況等を踏まえ地方財政措置

を拡充

○ 条件不利地域における光ファイバ等の整備を引き続き推進するため、

過疎対策事業債の「光ファイバ等整備特別分」を継続

１．旧簡易水道事業に対する地方財政措置

（１）対象事業

簡易水道事業を統合した上水道事業※における旧簡易水道施設（浄水場、

管路等）の建設改良事業

（２）対象要件

前年度末時点で経営戦略を策定しており、次の要件のいずれかを満たす団体

・ 統合後の上水道事業に占める旧簡易水道区域の給水人口比率の割合が10％以上

・ 有収水量１㎥当たり資本費又は給水原価が全国平均※以上

（３）財政措置

建設改良に係る水道事業債の元利償還金（50％）について、一般会計から

の繰出しを行うこととし、当該繰出金について特別交付税措置（50％）

〈簡易水道事業統合のイメージ〉

※ 大規模団体を除く上水道事業の全国平均

※ 簡易水道事業の統合推進が開始された平成19年度以降の統合

上水道事業：給水人口が5,001人以上の事業、

簡易水道事業：給水人口が101人以上 5,000人以下の事業

２.過疎対策事業債における「光ファイバ等整備特別分」の継続

令和２年度に引き続き、過疎対策事業債（充当率１００％、元利償還金に対する交付税

措置率７０％）のハード事業のうち、光ファイバ等の整備に関する事業を「光ファイバ

等整備特別分」と位置付け、他の事業に優先して同意等予定額を確保

（億円）

通信ビル

観光ＩｏＴ 教育ＩｏＴ

農業ＩｏＴ

コワーキング
スペース

スマート
モビリティ

スマート
ホーム
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３．公営企業における特別減収対策企業債の延長

１．地方債に対する公的資金の大幅な増額確保

○ 地方公共団体が新型コロナウイルス感染症対策に取り組む中、財政運営に

支障が生じないよう、令和３年度の資金繰り対策として以下のとおり措置を

講ずる

地方公共団体の資金繰りへの対応

２．特別減収対策債の延長

減収補塡債の対象外である税目や

使用料・手数料について、引き続き

令和３年度も投資的経費の範囲内で

「特別減収対策債」の発行を可能

とする。

臨時財政対策債に係る公的資金
２．２兆円（前年度比 ＋１．１兆円、＋９７％）

うち財政融資資金
１．５兆円（前年度比 ＋０．７兆円、＋１０３％）

うち地方公共団体金融機構資金
０．８兆円（前年度比 ＋０．４兆円、＋８７％）

増額が見込まれる臨時財政対策債について

最も金利が低い公的資金（財政融資資金、

地方公共団体金融機構資金）での引受けを

１．１兆円増額し、臨時財政対策債全体の

４割を公的資金で確保。

※なお、令和２年度の減収補塡債についても
１兆円を公的資金で増額確保。

資金調達の多様化を図る観点から、市場公募

化の一層の推進や共同発行市場公募債の発行額の

増額、年限の多様化等を図る。

また、地方債の日本銀行適格担保としての活

用は、資金調達の円滑化や、資金供給オペを利用

する地域金融機関を通して地域経済の活性化に資

することから、地方団体における事務手続の標準

化、担保としての活用可能額の精査、地方団体と

金融機関との連絡調整の強化等を推進する。

日本銀行適格担保における地方債残高の推移４．資金調達手段の多様化・資金調達環境の整備

病院や交通など公営企業の料金収入が

減少し、資金繰りに影響が生じる恐れが

あることから、新型コロナウイルス感染

症に伴う減収による資金不足について、

引き続き令和３年度も「特別減収対策

企業債」の発行を可能とする。
※ 償還利子の1/2の額を一般会計から繰出し、

その８割を特別交付税措置
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地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業の創設

事業概要

（１）アドバイザーを派遣する政策テーマ

○ 公営企業の経営戦略の策定・経営支援

○ 公営企業会計の適用

○ 地方公会計の整備

○ 公共施設等総合管理計画の見直し

（公共施設マネジメント）

（２）支援の方法

地方公共団体金融機構との共同事業

○アドバイザーの派遣経費（謝金、旅費）は、地方公共団体金融機構が負担

啓発・研修事業
課題対応

アドバイス事業
課題達成支援事業

都道府県が市区町

村・公営企業の啓

発のため政策テー

マの研修を行う場

合に派遣

個別市区町村に継続的に派遣

地方公共団体の経営・財務マネジメントを強化し、財政運営の質の向上を図るため、

総務省と地方公共団体金融機構の共同事業として、団体の状況や要請に応じて

アドバイザーを派遣する事業を創設

○ 人口減少が進展する一方で、インフラ資産の大規模な更新時期を迎える中、財

政・経営状況やストック情報等を的確に把握し、「見える化」した上で、中長期的な

見通しに基づく持続的な財政運営・経営を行う必要性が高まっている

○ しかしながら、地方公共団体においては、人材不足等のため、こうした経営・財

務マネジメントに係る「知識・ノウハウ」が不足し、小規模市町村を中心に公営企業
会計の適用やストックマネジメント等の取組が遅れている団体もあるところ

市区町村・公営企業が

直面する課題に対して、

当該課題の克服等、財

政運営・経営の改善に

向けたアドバイスを必

要とする場合に団体の

要請に応じて派遣

上記の政策テーマの実

施に当たり、知識・ノ

ウハウが不足するため

に達成が困難な市区町

村・公営企業に、技術

的・専門的な支援を行

うために派遣

○各都道府県の市区町村担当課と連携して事業を実施

（３）事業規模

○約３億円（約500団体・公営企業への派遣を想定）

都道府県に派遣
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（単位：億円）

令和３年度
（見込）

令和２年度

① 896,300 907,397

② 380,802 409,366

③ 18,219 26,086

④ 3,577 2,007

⑤ 174,385 165,882

⑥ 112,407 92,783

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 ⑦ 54,796 31,398

⑧ ▲ 2 ▲ 86

⑨ ▲ 345 ▲ 335

631,432 634,318

64.3% 66.4%

12.5% 10.2%

区　　分

歳 入 合 計

地 方 税

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

地 方 債

全 国 防 災 事 業
一 般 財 源 充 当 分

復 旧 ・ 復 興 事 業
一 般 財 源 充 当 分

〇 交付税特別会計借入金残高  31.0兆円（令和３年度末見込み）
※令和２年度末見込み　31.0兆円

主
な
地
方
財
政
関
係
指
標

一般財源総額　 ②＋③＋④＋⑤＋⑦＋⑧＋⑨

一般財源比率

地方債依存度　

〇 地方の借入金残高 　190兆円程度（令和３年度末見込み）
（東日本大震災分を含む）

※令和２年度末見込み　190兆円程度

※１　歳入合計、地方税、地方譲与税、一般財源総額は、令和２年度徴収猶予の特例分を
　　除いている。
※２　一般財源総額には、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用により
　　財源を確保した分を含んでいる。

②＋③＋④＋⑤＋⑧＋⑨
①

程度

⑥
①

主な地方財政指標積算基礎（通常収支分）

（参考）

程度

程度
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382,704 億円 409,366 億円 ▲ 6.5 ％

（ 猶 予 特 例 分 除 き ） 380,802 億円 409,366 億円 ▲ 7.0 ％

18,462 億円 26,086 億円 ▲ 29.2 ％

（ 猶 予 特 例 分 除 き ） 18,219 億円 26,086 億円 ▲ 30.2 ％

3,577 億円 2,007 億円 78.2 ％

174,385 億円 165,882 億円 5.1 ％

112,407 億円 92,783 億円 21.2 ％

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 54,796 億円 31,398 億円 74.5 ％

▲ 2 億円 ▲ 86 億円 ▲ 97.7 ％

▲ 345 億円 ▲ 335 億円 3.0 ％

約 898,400 億円 907,397 億円 約 ▲ 1.0 ％

633,577 億円 634,318 億円 ▲ 0.1 ％

（ 猶 予 特 例 分 除 き ） 631,432 億円 634,318 億円 ▲ 0.5 ％

622,077 億円 617,518 億円 0.7 ％

（ 猶 予 特 例 分 除 き ） 619,932 億円 617,518 億円 0.4 ％

約 201,500 億円 202,876 億円 約 ▲ 0.7 ％

退 職 手 当 以 外 約 186,800 億円 187,553 億円 約 ▲ 0.4 ％

退 職 手 当 約 14,700 億円 15,323 億円 約 ▲ 4.1 ％

約 409,300 億円 403,717 億円 約 1.4 ％

う ち 補 助 分 約 229,800 億円 227,126 億円 約 1.2 ％

う ち 単 独 分 約 148,300 億円 147,510 億円 約 0.5 ％

う ち ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 事 業 費 10,000 億円 10,000 億円 0.0 ％

う ち 地 域 社 会 再 生 事 業 費 4,200 億円 4,200 億円 0.0 ％

う ち 地 域 デ ジ タ ル 社 会 推 進 費 （ 仮 称 ） 2,000 億円 - 億円 皆増

約 117,800 億円 116,979 億円 約 0.7 ％

（ 猶 予 特 例 債 除 き ） 約 115,700 億円 116,979 億円 約 ▲ 1.1 ％

約 14,700 億円 14,469 億円 約 1.6 ％

う ち 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 費 1,100 億円 900 億円 22.2 ％

約 119,200 億円 127,614 億円 約 ▲ 6.6 ％

う ち 直 轄 ・ 補 助 分 約 57,100 億円 66,477 億円 約 ▲ 14.1 ％

う ち 単 独 分 約 62,100 億円 61,137 億円 約 1.6 ％

う ち 緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 費 5,000 億円 5,000 億円 0.0 ％

う ち 公 共 施 設 等 適 正 管 理 推 進 事 業 費 4,800 億円 4,800 億円 0.0 ％

う ち 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 費 4,000 億円 3,000 億円 33.3 ％

約 24,400 億円 24,942 億円 約 ▲ 2.2 ％

う ち 企 業 債 償 還 費 普 通 会 計 負 担 分 約 14,700 億円 15,138 億円 約 ▲ 2.9 ％

11,500 億円 16,800 億円 ▲ 31.5 ％

約 898,400 億円 907,397 億円 約 ▲ 1.0 ％

約 886,900 億円 890,597 億円 約 ▲ 0.4 ％

約 754,400 億円 758,480 億円 約 ▲ 0.5 ％

増減率
（見込）

歳

入

地 方 税

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金 等

地 方 交 付 税

地 方 債

地 方 一 般 歳 出

復 旧 ・ 復 興 事 業
一 般 財 源 充 当 分

維 持 補 修 費

１．令和３年度地方財政収支見通しの概要（通常収支分）

歳 出 合 計

（ 水 準 超 経 費 を 除 く 交 付 団 体 ベ ー ス ）

(注) 本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

公 債 費

投 資 的 経 費

公 営 企 業 繰 出 金

水 準 超 経 費

全 国 防 災 事 業
一 般 財 源 充 当 分

歳 入 合 計

「 一 般 財 源 」

（ 水 準 超 経 費 を 除 く 交 付 団 体 ベ ー ス ）

歳

出

給 与 関 係 経 費

一 般 行 政 経 費

項 目
令和３年度
（見込）

令和２年度
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1,326 億円 3,742 億円 ▲ 64.6 ％

約 1,900 億円 5,065 億円 約 ▲ 62.5 ％

8 億円 15 億円 ▲ 46.7 ％

2 億円 86 億円 ▲ 97.7 ％

約 3,300 億円 8,984 億円 約 ▲ 63.3 ％

約 2,500 億円 8,093 億円 約 ▲ 69.1 ％

790 億円 800 億円 ▲ 1.3 ％

うち地方税等の減収分見合い歳出 452 億円 394 億円 14.7 ％

約 3,300 億円 8,984 億円 約 ▲ 63.3 ％

（注）本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

（２） 全国防災事業

744 億円 756 億円 ▲ 1.6 ％

345 億円 335 億円 3.0 ％

1 億円 1 億円 0.0 ％

1,090 億円 1,092 億円 ▲ 0.2 ％

1,090 億円 1,092 億円 ▲ 0.2 ％

1,090 億円 1,092 億円 ▲ 0.2 ％

（注）本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

歳

入

震 災 復 興 特 別 交 付 税

国 庫 支 出 金

地 方 債

計

２．令和３年度地方財政収支見通しの概要（東日本大震災分）

（１） 復旧・復興事業

項　 　目
令和３年度
（見込）

令和２年度
増減率
(見込)

一 般 財 源 充 当 分

項 目
令和３年度
（見込）

令和２年度
増減率
(見込)

歳

出

直 轄 ・ 補 助 事 業 費

地 方 単 独 事 業 費

計

歳

入

地 方 税

一 般 財 源 充 当 分

雑 収 入

計

歳

出

公 債 費

計
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（ 参 考 ）

383,448 億円 410,122 億円 ▲ 6.5 ％

381,546 億円 410,122 億円 ▲ 7.0 ％

18,462 億円 26,086 億円 ▲ 29.2 ％

18,219 億円 26,086 億円 ▲ 30.2 ％

3,577 億円 2,007 億円 78.2 ％

175,711 億円 169,624 億円 3.6 ％

174,385 億円 165,882 億円 5.1 ％

1,326 億円 3,742 億円 ▲ 64.6 ％

112,415 億円 92,798 億円 21.1 ％

54,796 億円 31,398 億円 74.5 ％

約 902,900 億円 917,473 億円 約 ▲ 1.6 ％

635,994 億円 639,237 億円 ▲ 0.5 ％

633,849 億円 639,237 億円 ▲ 0.8 ％

約 201,500 億円 202,876 億円 約 ▲ 0.7 ％

退 職 手 当 以 外 約 186,800 億円 187,553 億円 約 ▲ 0.4 ％

退 職 手 当 約 14,700 億円 15,323 億円 約 ▲ 4.1 ％

約 409,300 億円 403,717 億円 約 1.4 ％

う ち 補 助 分 約 229,800 億円 227,126 億円 約 1.2 ％

う ち 単 独 分 約 148,300 億円 147,510 億円 約 0.5 ％

う ち ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 事 業 費 10,000 億円 10,000 億円 0.0 ％

う ち 地 域 社 会 再 生 事 業 費 4,200 億円 4,200 億円 0.0 ％

う ち 地 域 デ ジ タ ル 社 会 推 進 費 （ 仮 称 ） 2,000    億円 - 億円 皆増

約 117,800 億円 116,979 億円 約 0.7 ％

（ 猶 予 特 例 債 除 き ） 約 115,700 億円 116,979 億円 約 ▲ 1.1 ％

約 14,700 億円 14,469 億円 約 1.6 ％

う ち 緊 急 浚 渫 推 進 事 業 費 1,100 億円 900 億円 22.2 ％

約 119,200 億円 127,614 億円 約 ▲ 6.6 ％

う ち 直 轄 ・ 補 助 分 約 57,100 億円 66,477 億円 約 ▲ 14.1 ％

う ち 単 独 分 約 62,100 億円 61,137 億円 約 1.6 ％

う ち 緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 費 5,000 億円 5,000 億円 0.0 ％

うち公共施設等適正管理推進事 業費 4,800 億円 4,800 億円 0.0 ％

う ち 緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 費 4,000 億円 3,000 億円 33.3 ％

約 24,400 億円 24,942 億円 約 ▲ 2.2 ％

うち企業債償還費普通会計負担分 約 14,700 億円 15,138 億円 約 ▲ 2.9 ％

11,500 億円 16,800 億円 ▲ 31.5 ％

約 3,300 億円 8,984 億円 約 ▲ 63.3 ％

1,090 億円 1,092 億円 ▲ 0.2 ％

約 902,900 億円 917,473 億円 約 ▲ 1.6 ％

約 757,700 億円 767,389 億円 約 ▲ 1.3 ％

(注)本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

令和３年度地方財政収支見通しの概要
（通常収支分と東日本大震災分の合計）

項 目
令和３年度
（見込）

令和２年度
増減率

（見込）

震 災 復 興 特 別 交 付 税 以 外

震 災 復 興 特 別 交 付 税

地 方 債

歳

入

地 方 税

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金 等

地 方 交 付 税

（ 猶 予 特 例 分 除 き ）

（ 猶 予 特 例 分 除 き ）

歳

出

通

常

収

支

分

給 与 関 係 経 費

一 般 行 政 経 費

う ち 臨 時 財 政 対 策 債

歳 入 合 計

「 一 般 財 源 」

公 営 企 業 繰 出 金

水 準 超 経 費

公 債 費

維 持 補 修 費

投 資 的 経 費

歳 出 合 計

地 方 一 般 歳 出

東

日

本

大

震

災

分

復 旧 ・ 復 興 事 業 費

全 国 防 災 事 業 費

（ 猶 予 特 例 分 除 き ）
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（ 参 考 １ ）

地方財政計画の伸び率等の推移 （単位：％）

対 前 年 度 伸 び 率
年 度

地方財政計画 地方一般歳出 地 方 税 地方交付税

昭和６０年度 ４．６ ３．５ １０．６ １０．９

６１ ４．６ ４．３ ６．９ ４．０

６２ ２．９ ２．９ ０．６ ０．６

６３ ６．３ ５．７ ９．４ ７．５

平成 元 年度 ８．６ ７．１ ８．１ １７．３

２ ７．０ ６．７ ７．５ １０．３

３ ５．６ ７．４ ６．１ ７．９

４ ４．９ ５．９ ４．１ ５．７

５ ２．８ ４．４ １．６ ▲ １．６

６ ３．６ ４．６ ▲ ５．７ ０．４

７ ４．３ ３．６ ３．６ ４．２

８ ３．４ ２．３ ０．１ ４．３

９ ２．１ ０．９ ９．６ １．７

１０ ０．０ ▲ １．６ ３．９ ２．３

１１ １．６ １．８ ▲ ８．３ １９．１

１２ ０．５ ▲ ０．９ ▲ ０．７ ２．６

１３ ０．４ ▲ ０．６ １．５ ▲ ５．０

１４ ▲ １．９ ▲ ３．３ ▲ ３．７ ▲ ４．０

１５ ▲ １．５ ▲ ２．０ ▲ ６．１ ▲ ７．５

１６ ▲ １．８ ▲ ２．３ ０．５ ▲ ６．５

１７ ▲ １．１ ▲ １．２ ３．１ ０．１

１８ ▲ ０．７ ▲ １．２ ４．７ ▲ ５．９

１９ ▲ ０．０ ▲ １．１ １５．７ ▲ ４．４

（ ６．５ ）

２０ ０．３ ０．０ ０．２ １．３

２１ ▲ １．０ ０．７ ▲１０．６ ２．７

２２ ▲ ０．５ ０．２ ▲１０．２ ６．８

２３ ０．５ ０．８ ２．８ ２．８

２４ ▲ ０．８ ▲ ０．６ ０．８ ０．５

２５ ０．１ ▲ ０．１ １．１ ▲ ２．２

２６ １．８ ２．０ ２．９ ▲ １．０

２７ ２．３ ２．３ ７．１ ▲ ０．８

２８ ０．６ ０．９ ３．２ ▲ ０．３

２９ １．０ １．０ ０．９ ▲ ２．２

３０ ０．３ ０．９ ０．９ ▲ ２．０

令和 元 年度 ３．１ ４．０ １．９ １．１

２ １．３ ２．３ １．９ ２．５

３ ▲ １．２ ▲ ０．５ ▲ ７．０ ５．１

（注１）（ ）内は、税源移譲分を除いた伸率(平成18年度の地方税に所得譲与税を含めて伸率を算出)

である。

（注２） 平成24年度以降は通常収支分の伸率である。

（注３） 地方税・地方譲与税の令和2年度徴収猶予特例分を除いている。
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( 参 考 ２ )

地 方 債 等 関 係 資 料

地 方 債 対 前 年 度 地 方 債 地方の借入金

年 度 計 画 額 増 減 額 依 存 度 残 高

（億円) （億円) （％) （兆円)

昭和６０年度 ３９，５００ ▲ ８，１０２ ７．８ ５７

６１ ４４，２９０ ４，７９０ ８．４ ６１

６２ ５３，９００ ９，６１０ ９．９ ６４

６３ ６０，４８１ ６，５８１ １０．４ ６６

平成 元 年度 ５５，５９２ ▲ ４，８８９ ８．８ ６６

２ ５６，２４１ ６４９ ８．４ ６７

３ ５６，１０７ ▲ １３４ ７．９ ７０

４ ５１，４００ ▲ ４，７０７ ６．９ ７９

５ ６２，２５４ １０，８５４ ８．１ ９１

６ １０３，９１５ ４１，６６１ １３．１ １０６

７ １１３，０５４ ９，１３９ １３．７ １２５

８ １２９，６２０ １６，５６６ １５．２ １３９

９ １２１，２８５ ▲ ８，３３５ １３．９ １５０

１０ １１０，３００ ▲１０，９８５ １２．７ １６３

１１ １１２，８０４ ２，５０４ １２．７ １７４

１２ １１１，２７１ ▲ １，５３３ １２．５ １８１

１３ １１９，１０７ ７，８３６ １３．３ １８８

１４ １２６，４９３ ７，３８６ １４．４ １９３

１５ １５０，７１８ ２４，２２５ １７．５ １９８

１６ １４１，４４８ ▲ ９，２７０ １６．７ ２０１

１７ １２２，６１９ ▲１８，８２９ １４．６ ２０１

１８ １０８，１７４ ▲１４，４４５ １３．０ ２００

１９ ９６，５２９ ▲１１，６４５ １１．６ １９９

２０ ９６，０５５ ▲ ４７４ １１．５ １９７

２１ １１８，３２９ ２２，２７４ １４．３ １９９

２２ １３４，９３９ １６，６１０ １６．４ ２００

２３ １１４，７７２ ▲２０，１６７ １３．９ ２００

２４ １１１，６５４ ▲ ３，１１８ １３．６ ２０１

２５ １１１，５１７ ▲ １３７ １３．６ ２０１

２６ １０５，５７０ ▲ ５，９４７ １２．７ ２０１

２７ ９５，００９ ▲１０，５６１ １１．１ １９９

２８ ８８，６０７ ▲ ６，４０２ １０．３ １９７

２９ ９１，９０７ ３，３００ １０．６ １９６

３０ ９２，１８６ ２７９ １０．６ １９４

令和 元 年度 ９４，２８２ ２，０９６ １０．５ １９２

２ ９２，７８３ ▲ １，５００ １０．２ １９０程度

（見込）

３ １１２，４０７ １９，６２５ １２．５ １９０程度

（見込）
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（参考資料）

1 実質公債費比率（決算年度までの３ヵ年平均）
（単位：％）

※　実質公債比率は、各決算年度の前３ヵ年の平均値
　　 起債の許可制限に関する指数（普通会計＋公営企業＋一部事務組合）

18％以上になると 公債費負担適正化計画作成を前提とした起債許可団体と
なり公債費負担の改善に努めなければならない。

25％以上になると 一般単独事業等にかかる起債の発行が制限される。
35％以上になると ほとんどの起債の発行が制限される。

2 年度末市債残高
（単位：千円）

※　臨時財政対策債を除いた市債残高

3 経常収支比率
（単位：％）

※　財政構造の弾力性を見るための指数。この数値が低いほど弾力性があるといえる。

※　令和3年度は令和2年度に影響額を反映させ決算ベースで試算しております。

4 財政力指数（３ヵ年平均）
（単位：％）

※　指数が１を超えるか、もしくは１に近いほど財源に余裕があるといえる。

令和３年度当初予算における各財政指標について

令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込み） 令和３年度（当初予算）

（令和２年度実質公債費比率） （令和３年度実質公債費比率） （令和４年度実質公債費比率）

6.6 6.8 7.8

令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込み） 令和３年度（当初予算）

12,849,832
※9,014,607

12,616,666
※8,881,268

12,398,594
※8,693,863

令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込み） 令和３年度（当初予算）

0.293 0.296 0.299

87.7 88.2 89.8

令和元年度（決算） 令和２年度（決算見込み） 令和３年度（当初予算）
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